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• 財政ビジョン 概要版（該当部分）

• 中期計画（「債務管理」関係該当部分）

• 地方財政計画（「令和６年度地方財政計画のポイント」より）

• 地方債計画（「令和６年度地方債計画」該当部分）

• 地方財政関係法令

序章関連
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• 地方債同意等基準運用要綱（抄）

• 第三セクター等改革推進債 関連資料（「平成25年度 財政局予算概要」より）

• さらなる赤字地方債（コロナ対策） 関連資料（「令和３年度予算案について」より）

• 中期計画（市債活用額など該当部分）

第Ⅰ章関連

• 地方債の総合的な管理について（通知） （総財地第115号 平成21年４月14日 改正令和３年３月26日）

• 国債及び地方債（横浜市債）関連データ

– 国債利回りの推移（過去１０年間 ５年、１０年、２０年、３０年）

– 長期国債利回りの推移（マイナス金利政策～現在）

– 国債イールドカーブの推移

– 市債の平均利率（残高及び借入時）、利払い費の推移

– 一般会計市債残高の推移（満期一括償還債・定時償還債の傾向）

– 一般会計市債残高の平均残存年数の推移

– 一般会計市債残高の利率別内訳

– 一般会計市債残高の内訳（令和３年度末時点）

– 一般会計市債発行額の推移（満期一括償還債・定時償還債の傾向）

• 地方債（市債）の発行方式について

• 主幹事方式の特徴と採用理由（ＰＯＴ方式含む）

• 横浜市債の資金区分別割合（平成30年度～令和４年度）

• 市場公募債発行実績（令和元年度～令和４年度）

• 横浜市サステナビリティボンド・フレームワーク

第Ⅱ章関連

• 「横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進に関する条例」（平成26年６月横浜市条例第29号）

• 「横浜市の長期財政推計」（該当部分）

• 各種財政指標の推移

• 第三セクター等改革推進債の償還状況について

• 横浜市減債基金条例

第Ⅲ章関連

※ 資料編に掲載の各種資料及びデータについては、本レポートを発行した時点のものです。
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■背景

１ これまでの取組

２「横浜市の持続的な発展に向けた財政ビジョン」の策定（令和４年６月）

近年の予算編成では、減債基金の臨時的な活用等により、行政サービスの水準を維持していることや、今後、人口減少と高齢化の進展や公共施設の老朽化
等により、収支不足が更に拡大していくことから、本市の財政状況は持続性に欠けた危機的な状態にあります。
こうした厳しい見通しの中で、自然災害や感染症、経済の大きな変動といった危機にあっても、安定した行政サービスを提供し続け、市民生活を守るとと

もに、子どもたちや将来の市民に対して横浜の豊かな未来をつないでいく必要があります。そこで、“財政を土台”に持続可能な市政が進められるよう、中長
期の財政方針である「横浜市の持続的な発展に向けた財政ビジョン」を策定しました。
「財政ビジョン」では、目指すべき「持続的な財政」の姿の実現に向けて、「債務管理」、「財源確保」、「資産経営」、「予算編成・執行」、「情報発信」、「制度的対
応」の６つの柱から成る「財政運営の基本方針」を掲げています。この基本方針に基づく、将来に向けて今から取り組むアクション（債務管理、収支差解消、
資産経営、地方税財政制度の充実に向けた課題提起）を踏まえ、「施策の推進」と「財政の健全性の維持」の両立に向けて、財政目標を設定し、その目標のため
の取組を確実に進めていきます。

財政運営 財政ビジョンに基づく「施策の推進と財政の健全性の維持」の両立

これまで横浜市では、平成15年度から中期的な視点に立った財政運営を行い、平成26年６月施行の「横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進に関する
条例（以下「財政責任条例」という。）」に基づき、基本計画（中期計画）ごとに、財政目標（第４条）と目標達成に向けた取組（第５条）を、市民・議会の皆様と
共有しながら取り組んできました。
令和２年９月には、2065年度までの長期財政推計を初めて公表し、生産年齢人口の減少などによる市税収入の減や、高齢化の進展などに伴う社会保障経費

の増が将来財政に与える影響を明らかにしました。 ※ 平成15年に「中期財政ビジョン」を策定し、平成18年度までの中期的な財政運営指針などを取りまとめた。

長期財政推計における一般会計の収支差参考 1 主な指定都市の健全化判断比率の状況
（令和２年度決算）
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【出典】「横浜市の長期財政推計（R4.8更新版）」
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３ 今後４年間の取組

■「施策の推進」と「財政の健全性の維持」の両立を図り、多様化・複雑化する課題に的確
に対応していく持続可能な財政運営を進めます。

財政運営１ 債務ガバナンスの徹底による中長期的な視点に立った債務管理

財政運営２ 戦略的・総合的な取組による財源の安定的・構造的な充実

財政運営３ 資産の総合的なマネジメント（ファシリティマネジメント）の推進

財政運営４ 歳出ガバナンスの強化による効率的で効果的な予算編成・執行

財政運営５ 市民の共感を生み出す情報発信と課題提起

■財政運営１から５に掲げた「指標」は、財政責任条例第４条に基づく目標です。
また、「主な取組」は第５条に基づく取組です。

【出典】横浜市の持続的な発展に向けた財政ビジョン（R4年）

財政ビジョンの将来アクションで掲げる
中長期のベンチマークや目標

債務管理 「一般会計が対応する借入金 市民一人当たり残高」について、2040年度末残高を2021年度末残高程度に抑制
収支差解消 2030年度までに減債基金の取崩による財源対策から脱却した上で予算編成における収支差を解消
未利用等土地 基準時点（2021年度末）における未利用等土地と、基準時点以降に新たに生じる未利用等土地の総面積のうち、2030年度までに

30haを適正化、2040年度までに60haを適正化
公共建築物 一般会計で整備・運営する本市保有の公共建築物の施設総量（＝総床面積）について、2065年度に基準時点（2021年度末）から

少なくとも１割を縮減、2040年度に基準時点以下に縮減（現状より増やさない）

インフラ施設 419億円 インフラ施設 541億円

公共建築物 486億円
（うち建替59億円）

公共建築物 1,168億円
（うち建替615億円）総額905億円

総額1,709億円

コスト推計結果
（年平均額）
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直近の予算水準
（令和３年度） 【出典】横浜市財政局
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実際に基金にある残高

（予算）

【出典】横浜市財政局

減債基金は、将来の市債の償還に備えて積立てを行うものですが、経済事情の変動等により財源が不足
する場合に、当年度の市債の償還の財源に充てる目的で、本来より早く取り崩して活用を行っています。本
来あるべき積立額に不足する金額は、市債の償還に滞りがないよう、積戻しを行う必要があります。

積立不足額
（累計活用額）

減債基金残高及び積立不足額の推移参考 3 公共施設の保全更新コストの推計
（１年当たり平均額（現状との比較））
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（持続性評価指標）

財政運営の基本方針

将来アクション

財政責任条例と財政ビジョン、基本計画等の関係参考 5
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目 　 標 現 状 と 課 題

● 本市はこれまで、債務については一般会計で「横浜方式のプライマリー
バランス」の考え方に基づき、計画的な市債発行と残高管理を進めてき
たほか、特別会計等の借入金についても一般会計負担分を明らかにし、
市民の税負担等で返済する必要のある「一般会計が対応する借入金残
高」を大きく縮減してきました。

● 今後、更に厳しい財政運営が見込まれる中、将来世代に過度な負担を先
送りしないよう、人口減少に対応し、市民一人当たりの負担に着目しな
がら、中長期の時間軸で借入金残高全体を管理していく必要があります。

財政ビジョンにおける中長期のベンチマーク
「一般会計が対応する借入金 市民一人当たり残高」について2040年度末
（令和22年度末）残高を2021年度末（令和3年度末）残高程度に抑制

● 市債の活用に当たっては、引き続き、安定的な調達及び中長期的な調達
コストの抑制に取り組むとともに、市債管理の透明性と債務償還能力に
対する信頼を高める必要があります。

● 特別会計※１及び企業会計については、引き続き、経営戦略※２（経営計
画・会計運営計画）に基づき、中長期を見据えた経営基盤の強化や財政マ
ネジメントの向上、計画的かつ効率的な事業運営に取り組む必要があり
ます。

※１  特別会計：港湾整備事業費、中央卸売市場費、中央と畜場費、市街地開発事業費、自動車駐車場事業費、
新墓園事業費、風力発電事業費

※２  経営戦略：公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画

一般会計が対応する借入金残高

直 近 の 現 状 値 目 標 値

３兆1,312億円 ３兆 100億円以下
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財政運営１ ｜ 債務管理ガバナンスの徹底による中長期的な視点に立った債務管理

◉主な取組
1 計画的・戦略的な市債活用と残高管理 所管局 財政局

取
組
指
標

一般会計が対応する借入金残高総額

● 計画的な市債発行や確実な公債費の償還を通じた、「一般会計が対応する借入金残高」の管理を進めます。
4年間の市債活用計画及び一般会計が対応する借入金残高の推移見込み

3年度決算 ４年度予算 5年度 6年度 7年度 4か年計
一般会計市債活用額 1,494億円 1,360億円

1,300億円程度/年 5,300億円程度建設地方債 908億円 965億円
臨時財政対策債 587億円 395億円

一般会計が対応する借入金残高 ３兆1,312億円 3兆1,465億円 ３兆 900億円～３兆 100億円程度
一人当たり残高 83万円 84万円程度 82～80万円程度

必要な公共投資を進めつつ、建設地方債の管理に留意し、臨時財政対策債も含めて計画的に活用していきます。
横浜方式のプライマリーバランス：令和４年度 +206億円、 令和５～７年度：+210～+150億円程度

直近の現状値 目標値

３兆1,312億円 ３兆 100億円以下

2 市場から信頼される市債の安定的かつ円滑な発行 所管局 財政局、全局
取
組
指
標

①市債発行手法の多様化（ESG債などの発行）
②「公債管理レポート（仮称）」の公表

● 計画的な市債活用の一環として、市場動向を見据えた市債の調達先の最適化や市場ニーズに合った手法の多様化（ESG債※などの活用）を進め、引き続
き、安定的な調達及び中長期的な調達コストの抑制に取り組みます。

● 市債管理の透明性と債務償還能力に対する信頼を高めるため、市の財政状況や市債の発行・償還状況について、投資家の方々を中心に、広く市民の
方々にも理解が促進するよう、「公債管理レポート（仮称）」として情報発信していきます。

直近の現状値 目標値

①検討
②検討

①発行
② 公表（令和4年度：
試行、令和5年度以
降：本公表）

※ ESG債とは、環境事業や社会貢献事業を資金使途として発行する債券をいう。

3 計画的・戦略的な投資管理の推進 所管局 財政局、全局

取
組
指
標

投資管理の推進

● 一般会計や特別会計、企業会計における大規模な市債活用が必要な投資事業については、事業の計画段階で、一般会計負担や市債の活用額・償還財源、
投資による事業効果の見込み等について明らかにするとともに、事業期間中や事業完了後といった時機を捉え検証を行います。

● 市全体の投資事業を全体最適化する観点から、予算編成に先立ち、全体の投資水準の検討・調整を行い、計画的・戦略的な投資管理を行います。

直近の現状値 目標値
 •公共事業評価制度の実施
 •横浜市経営会議や予算編
成の中で投資事業の議論
を実施

投資管理の推進

4 特別会計・企業会計等の更なる健全化の推進 所管局 財政局、経済局、健康福祉局、医療局病院経営本部、
環境創造局、都市整備局、道路局、港湾局、水道局、交通局

取
組
指
標

①経営計画、会計運営計画
② 社会経済情勢の変化等により一般会計での負
担が必要となった事業等への対応

● 特別会計及び企業会計については、引き続き、経営戦略（経営計画・会計運営計画）に基づき、経営基盤の強化や財政マネジメントの向上、計画的かつ
効率的な事業運営に取り組みます。「経営計画」、「会計運営計画」については、債務ガバナンスを更に強化する観点から、４年間の計画に加えて、10年間
の収支見通しを盛り込みます。

● 「社会経済情勢の変化等により一般会計での負担が必要となった事業」について、これまでの対応を踏まえながら、以下のとおり、計画的に対応していき
ます。

南本牧埋立事業
◆ 令和４年度末に埋立を完了し、保有土地の売却を進めるとともに、その後の会計の廃止に向けて、新規廃棄物処分場整備に伴う負担（護岸
費相当額 平成13年度末：約900億円）と収支不足（約600億円）について一般会計で計画的に負担します。（一般会計負担期間：平成16～
令和14年度、令和３年度までの一般会計負担：約850億円）

（一財）横浜市道路建設事業団
◆  （一財）横浜市道路建設事業団の民間借入金等の債務（平成14年度末:約910億円）について、一般会計で計画的に負担します。（計画的処
理期間：平成15～令和４年度、令和３年度までの一般会計負担：約888億円）

＊表中の債務額及び収支不足額は、平成15年に公表した「中期財政ビジョン」等において示した額

直近の現状値 目標値

① 経営計画、会計運営
計画の計画期間：
 ４年

② 令和３年度負担額：
178億 円（埋立事
業）、279億円（（一
財）横浜市道路建設
事業団）

① 経営計画、会計運営
計画における収支見
通しの長期化（10年
以上）

②計画的に縮減
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令和６年度地方財政対策のポイント 
総 務 省 自 治 財 政 局 
令 和 ５年 １２月 ２２日 

通常収支分 

１ 一般財源総額の確保等 
・ 一般財源総額（水準超経費を除く交付団体ベース）を62.7兆円（対前年度比＋0.6
兆円）確保 

・ 地方交付税総額を18.7兆円（対前年度比＋0.3兆円）確保 

・ 臨時財政対策債は0.5兆円（対前年度比▲0.5兆円）に抑制 
 

・ 一般財源総額（水準超経費除き） 

 

62.7兆円 

（65.7兆円） 

対前年度比 ＋0.6兆円 

（  同    ＋0.6兆円） 

・ 地方税・地方譲与税 45.5兆円   同    ▲0.0兆円 

・ 地方特例交付金等 1.1兆円   同同同 ＋0.9兆円 

・ 地方交付税  18.7兆円   同同同 ＋0.3兆円 

・ 臨時財政対策債 0.5兆円   同同同 ▲0.5兆円 

（注）端数処理のため合計が一致しない場合がある 

 

２ 定額減税による減収への対応 
・ 個人住民税の減収（0.9兆円）は、地方特例交付金により全額国費により補塡 

・ 地方交付税の減収（0.8兆円）は、繰越金・自然増収による法定率分の増（1.2兆円）
により対応。減税の影響を含めても、上記１のとおり適切に地方財源を確保。更に、
後年度、0.2兆円の加算を実施（特会借入金償還の円滑化に活用） 

 

３ こども・子育て政策の強化に係る地方財源の確保 
・ 「加速化プラン」の地方負担（0.2兆円）について必要な財源を確保 

・ こども・子育て政策の単独事業（ソフト）について一般行政経費（単独）を0.1兆円増額 

・ こども・子育て政策の単独事業（ハード）を500億円計上し、「こども・子育て支援事業
債（仮称）」を創設 

 ※ こども・子育て支援機能強化に係る施設整備や子育て関連施設の環境改善 

・ 普通交付税の費目として「こども子育て費（仮称）」を創設し、関連政策全般を算定 
 

４ 給与改定・会計年度任用職員の勤勉手当支給に要する地方財源の確保 

・ 給与改定分（0.3兆円） 

・ 会計年度任用職員の勤勉手当支給分（0.2兆円） 
 

５ 物価高への対応 
・ 自治体施設の光熱費・施設管理の委託料の増加を踏まえ、700億円計上（前年度
同額） 

 

東日本大震災分 

○ 震災復興特別交付税の確保 
 東日本大震災の復旧・復興事業等の財源として震災復興特別交付税0.1兆円（前  

年度比▲0.0兆円）を確保 

（※ 水準超経費を含めた一般財源総額） 
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通常収支分
６年度 ５年度 増減額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ-Ｂ Ｃ/Ｂ

地方税 42.7 42.9 ▲ 0.1 ▲ 0.3

地方譲与税 2.7 2.6 0.1 5.0

地方特例交付金等 1.1 0.2 0.9 421.9

地方交付税 18.7 18.4 0.3 1.7

国庫支出金 15.8 15.0 0.8 5.3

地方債 6.3 6.8 ▲ 0.5 ▲ 7.4

　 臨時財政対策債 0.5 1.0 ▲ 0.5 ▲ 54.3

　 臨時財政対策債以外 5.9 5.8 0.0 0.6

その他 6.3 6.2 0.1 1.8

計 93.6 92.0 1.6 1.7

一般財源 65.7 65.1 0.6 1.0

（水準超経費を除く交付団体ベース） 62.7 62.2 0.6 0.9

給与関係経費 20.2 19.9 0.3 1.6

　 退職手当以外 19.2 18.8 0.4 2.0

　 退職手当 1.1 1.1 ▲ 0.1 ▲ 4.7

一般行政経費 43.7 42.1 1.6 3.8

　 うち　補助 25.1 24.0 1.2 4.9

　 うち　単独 15.4 15.0 0.4 2.8

　  うち　デジタル田園都市国家構想事業費 1.3 1.3 0.0 0.0

　 　 うち　地方創生推進費 1.0 1.0 0.0 0.0

　 　 うち　地域デジタル社会推進費 0.3 0.3 0.0 0.0

　 うち　地域社会再生事業費 0.4 0.4 0.0 0.0

公債費 10.9 11.3 ▲ 0.4 ▲ 3.2

維持補修費 1.5 1.5 0.0 0.4

　 うち　緊急浚渫推進事業費 0.1 0.1 0.0 0.0

投資的経費 12.0 12.0 0.0 0.1

　 直轄・補助 5.6 5.7 ▲ 0.0 ▲ 0.5

　 単独 6.4 6.3 0.1 0.7

　 　 うち　緊急防災・減災事業費 0.5 0.5 0.0 0.0

　 　 うち　公共施設等適正管理推進事業費 0.5 0.5 0.0 0.0

　 　 うち　緊急自然災害防止対策事業費 0.4 0.4 0.0 0.0

　 　 うち　脱炭素化推進事業費 0.1 0.1 0.0 0.0

　 　 うち　こども・子育て支援事業費（仮称） 0.05 - 0.05 皆増

公営企業繰出金 2.3 2.4 ▲ 0.1 ▲ 3.2

水準超経費 3.0 2.9 0.1 3.1

計 93.6 92.0 1.6 1.7

※ 精査中のものであり、今後、異動する場合がある。

※ 表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない場合がある。

（単位：兆円、％）

区        分

歳

入

歳

出

主な歳入歳出の概要
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【序章 関係法令】 

 

地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）（抄） 

 

（地方債の制限） 

第五条 地方公共団体の歳出は、地方債以外の歳入をもつて、その財源としなければならない。ただし、 

次に掲げる場合においては、地方債をもつてその財源とすることができる。 

一 交通事業、ガス事業、水道事業その他地方公共団体の行う企業（以下「公営企業」という。）に 

要する経費の財源とする場合 

二 出資金及び貸付金の財源とする場合（出資又は貸付けを目的として土地又は物件を買収するため 

に要する経費の財源とする場合を含む。） 

三 地方債の借換えのために要する経費の財源とする場合 

四 災害応急事業費、災害復旧事業費及び災害救助事業費の財源とする場合 

五 学校その他の文教施設、保育所その他の厚生施設、消防施設、道路、河川、港湾その他の土木施設 

等の公共施設又は公用施設の建設事業費（公共的団体又は国若しくは地方公共団体が出資して 

いる法人で政令で定めるものが設置する公共施設の建設事業に係る負担又は助成に要する経費を 

含む。）及び公共用若しくは公用に供する土地又はその代替地としてあらかじめ取得する土地の購入 

費（当該土地に関する所有権以外の権利を取得するために要する経費を含む。）の財源とする場合 

 

第五条の三 

（途中省略） 

10 総務大臣は、毎年度、政令で定めるところにより、総務大臣又は都道府県知事が第一項の規定によ

る協議における同意並びに次条第一項及び第三項から第五項まで並びに地方公共団体の財政の健

全化に関する法律第十三条第一項に規定する許可をするかどうかを判断するために必要とされる基

準を定め、並びに第七項各号に掲げる地方債並びに次条第一項及び第三項から第五項まで並びに

同法第十三条第一項の規定により許可をする地方債の予定額の総額その他政令で定める事項に関

する書類を作成し、これらを公表するものとする。 

 

附 則（抄） 

（令和二年度から令和四年度までの間における地方債の特例等） 

第三十三条の五の二 地方公共団体は、令和二年度から令和四年度までの間に限り、第五条ただし書の

規定により起こす地方債のほか、適正な財政運営を行うにつき必要とされる財源に充てるため、地方交

付税法附則第六条の二第一項の規定により控除する額についての同項の規定に従って総務省令で定

める方法により算定した額の範囲内で、地方債を起こすことができる。 

２ 前項の規定により地方公共団体が起こすことができることとされた地方債の元利償還金に相当する額

については、地方交付税法の定めるところにより、当該地方公共団体に交付すべき地方交付税の額の算

定に用いる基準財政需要額に算入するものとする。 
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第Ⅰ章関連



令 和 ５ 年 度 地 方 債 同 意 等 基 準

令 和 ５ 年 総 務 省 告 示 第 1 7 1号

第 一 総 括 的 事 項  

一 地 方 債 同 意 等 基 準 の 策 定 方 針 等

  １  地 方 債 同 意 等 基 準 は 、 地 方 財 政 法 （ 昭 和 2 3年 法 律 第 1 0 9号 。 以

下 「 地 財 法 」 と い う 。） 第 ５ 条 の ３ 第 1 0項 の 規 定 に 基 づ き 、 地 方

公 共 団 体 の 自 主 性 及 び 自 立 性 を 高 め る と と も に 、 そ の 運 用 の 公

正 ・ 透 明 性 の 確 保 を 図 る 観 点 か ら 、 定 め る も の と す る 。  

２  令 和 ５ 年 度 の 地 方 債 の 同 意 又 は 許 可 （ 以 下 「 同 意 等 」 と い う 。）

は 、 令 和 ５ 年 度 地 方 債 計 画 の 事 業 別 計 画 額 を 基 準 と し て 行 う も

の と す る 。  

ま た 、 地 方 債 の 資 金 に 関 し て は 、 公 的 資 金 は 民 間 資 金 の 補 完

で あ る こ と を 基 本 と し 、 各 資 金 及 び 事 業 の 性 格 、 事 業 量 並 び に

地 方 公 共 団 体 の 資 金 調 達 能 力 、 財 政 状 況 及 び 財 政 運 営 の 健 全 性

等 を 踏 ま え た 適 切 か つ 柔 軟 な 資 金 配 分 を 行 う も の と す る 。  

二 地 方 債 協 議 等 の ス ケ ジ ュ ー ル 等  

１  地 方 財 政 法 施 行 令 （ 昭 和 2 3年 政 令 第 2 6 7号 。 以 下 「 地 財 令 」 と

い う 。） 第 ２ 条 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 地 方 公 共 団 体 の 地 方 債 の 協

議 又 は 許 可 申 請 （ 以 下 「 協 議 等 」 と い う 。） に 係 る 同 条 第 ２ 項 若

し く は 第 2 1条 第 ２ 項 に 規 定 す る 総 務 大 臣 が 定 め る 期 間 又 は 地 方

公 共 団 体 の 財 政 の 健 全 化 に 関 す る 法 律 施 行 令 （ 平 成 1 9年 政 令 第

3 9 7号 。 以 下 「 健 全 化 令 」 と い う 。） 第 1 4条 第 １ 項 に 規 定 す る 総

務 大 臣 が 定 め る 期 間 は 、 原 則 と し て 、 通 常 の 場 合 の 協 議 等 に あ

っ て は ７ 月 ま で の 間 で 総 務 大 臣 が 定 め る 日 ま で 、 国 の 補 正 予 算

等 に よ る 地 方 負 担 額 の 増 そ の 他 事 業 費 の 増 等 に 伴 う 追 加 の 協 議

等 に あ っ て は 当 該 年 度 末 ま で の 間 で 総 務 大 臣 が 定 め る 日 ま で の

期 間 と す る 。  

ま た 、 民 間 等 資 金 債 （ 市 場 公 募 債 及 び 銀 行 等 引 受 債 を い う 。

以 下 同 じ 。） の ４ 月 か ら ７ 月 発 行 等 の た め 、 早 期 の 同 意 等 を 要 す

る 場 合 に は 、 別 に 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 地 方 債 の 発 行 に 支

障 を 来 さ な い よ う 早 期 の 協 議 等 を 行 う も の と す る 。  

２  地 方 債 の 同 意 等 に 関 す る 地 方 自 治 法 （ 昭 和 2 2年 法 律 第 6 7号 ）

第 2 5 0条 の ３ 第 １ 項 に 規 定 す る 通 常 要 す べ き 標 準 的 な 期 間 は 、 協
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議 等 か ら 同 意 等 ま で 、 お お む ね １ か 月 と し 、 当 該 年 度 末 ま で に

同 意 等 が 行 わ れ る も の と す る 。  

３  本 基 準 に お け る 用 語 の 使 用 に つ い て は 、 地 財 法 、 地 方 公 共 団

体 の 財 政 の 健 全 化 に 関 す る 法 律 （ 平 成 1 9 年 法 律 第 9 4号 。 以 下

「 健 全 化 法 」 と い う 。）、 地 財 令 、 健 全 化 令 及 び 地 方 債 に 関 す る

省 令 （ 平 成 1 8年 総 務 省 令 第 5 4号 。 以 下 「 省 令 」 と い う 。） の 例 に

よ る 。  

４  本 基 準 の ほ か 、 各 年 度 の 地 方 債 の 同 意 等 に 当 た り 必 要 な 事 項

は 別 に 定 め る 。  

第 二 協 議 団 体 に 係 る 同 意 基 準  

一 一 般 的 同 意 基 準  

１ 一 般 的 事 項

⑴ 地 方 債 の 協 議 は 、 地 方 債 計 画 の 事 業 区 分 を 基 本 と し 、 二 に

定 め る 事 業 区 分 を 協 議 の 単 位 と し て 行 う も の と す る 。

⑵ 地 方 債 の 協 議 に お い て は 、 原 則 と し て 、 一 般 的 同 意 基 準 に

掲 げ る 事 項 に 合 致 す る も の に つ い て 、 同 意 す る も の と す る 。  

２ 地 方 債 を 財 源 と す る 事 業  

地 方 債 の 発 行 は 、 世 代 間 の 負 担 の 公 平 や 地 方 債 を 発 行 す る 地

方 公 共 団 体 の 財 政 運 営 の 健 全 性 、 財 政 秩 序 の 維 持 、 受 益 者 負 担

の 原 則 等 を 損 な わ な い も の で あ る 必 要 が あ り 、 そ れ ぞ れ の 事 業

に 係 る 同 意 に 当 た っ て は 、 次 の よ う な 点 に つ い て も 、 留 意 す る

も の と す る 。  

⑴ 公 営 企 業 （ 主 と し て そ の 経 費 （ 一 般 会 計 又 は 他 の 特 別 会 計

か ら の 繰 入 れ （ 以 下 「 他 会 計 繰 入 金 」 と い う 。） に よ る 収 入 を

も っ て 充 て る こ と と さ れ て い る 経 費 を 除 く 。） を 当 該 事 業 に よ

り 生 じ る 収 入 を も っ て 充 て る こ と の で き る 事 業 を い う 。 以 下

同 じ 。） の 財 源 に 充 て る た め の 地 方 債 （ 以 下 「 公 営 企 業 債 」 と

い う 。） に つ い て は 、 建 設 改 良 費 及 び 準 建 設 改 良 費 （ 省 令 第 1 2

条 及 び 附 則 第 ８ 条 に 規 定 す る 建 設 改 良 費 に 準 ず る 経 費 を い う 。）

（ 以 下 「 建 設 改 良 費 等 」 と い う 。） 等 の 公 営 企 業 に 要 す る 経 費

の 財 源 と す る 場 合 で あ っ て 、 償 還 期 限 を 定 め な い 公 営 企 業 債

の 場 合 を 除 き 、 当 該 経 費 が 合 理 的 な 期 間 内 に 、 当 該 事 業 に よ

り 生 じ る 収 入 、 合 理 的 な 範 囲 内 に お け る 他 会 計 繰 入 金 等 に よ

っ て 、 確 実 に 回 収 さ れ る こ と が 見 込 ま れ る と 認 め ら れ る も の
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で あ る こ と 。

⑵ 出 資 金 又 は 貸 付 金 の 財 源 に 充 て る た め の 地 方 債 に つ い て は 、

出 資 金 に あ っ て は 、 地 方 債 の 償 還 財 源 と し て の 出 資 金 が 当 該

地 方 公 共 団 体 の 財 産 と し て 将 来 に わ た り 出 資 先 に 維 持 さ れ る

等 地 方 債 を 財 源 と し て 出 資 を 行 う こ と に 合 理 性 が あ る も の で

あ る こ と 。 貸 付 金 に あ っ て は 、 貸 付 金 の 回 収 が 確 実 と 認 め ら

れ る も の で あ る こ と 等 地 方 債 を 財 源 と し て 貸 付 け を 行 う こ と

に 合 理 性 が あ る も の で あ る こ と 。  

⑶ 借 換 債 に つ い て は 、 当 初 の 実 質 的 な 償 還 年 限 の 範 囲 内 の も

の で あ っ て 地 方 公 共 団 体 の 負 担 の 増 大 を も た ら す も の で な い

も の 、 施 設 の 耐 用 年 数 に 比 し て 財 源 と し た 地 方 債 の 償 還 期 間

が 短 い こ と 等 に よ り 元 利 償 還 の 平 準 化 や 償 還 年 限 の 延 長 を 図

る こ と に 合 理 的 な 理 由 が あ る 場 合 等 で あ っ て 、 借 換 後 の 償 還

年 限 が 、 施 設 の 耐 用 年 数 の 範 囲 内 で あ る 等 当 該 地 方 公 共 団 体

の 財 政 運 営 上 、 適 切 と 考 え ら れ る も の で あ る こ と 。  

⑷ 災 害 応 急 事 業 費 、 災 害 復 旧 事 業 費 及 び 災 害 救 助 事 業 費 （ 以

下 「 災 害 復 旧 事 業 費 等 」 と い う 。） の 財 源 に 充 て る た め の 地 方

債 に つ い て は 、 当 該 災 害 復 旧 事 業 等 の 対 象 と す る 公 共 施 設 、

公 用 施 設 等 の 復 旧 に 必 要 な 範 囲 内 の も の で あ る こ と 。 ま た 、

災 害 救 助 事 業 等 の 財 源 と す る 場 合 に お い て は 、 地 方 交 付 税 に

よ る 財 源 措 置 等 と の 均 衡 が と れ た 範 囲 内 の も の で あ る こ と 。  

⑸ 公 共 施 設 又 は 公 用 施 設 の 建 設 事 業 費 の 財 源 に 充 て る た め の

地 方 債 に つ い て は 、 当 該 事 業 に 係 る 地 方 債 の 元 利 償 還 を 主 と

し て 税 等 に よ る こ と が 適 当 と 認 め ら れ る 事 業 で あ っ て 、 か つ 、

事 業 費 の う ち 地 方 債 を 財 源 と す る 割 合 が 、 世 代 間 の 負 担 の 公

平 等 の 観 点 か ら 適 当 と 認 め ら れ る 範 囲 内 の も の で あ る こ と 。  

⑹ 補 助 金 の 財 源 に 充 て る た め の 地 方 債 に つ い て は 、 地 財 法 第

５ 条 第 ５ 号 に 規 定 す る 法 人 が 行 う 地 方 公 共 団 体 が 自 ら 公 共 施

設 を 建 設 す る 事 業 と 同 様 の 建 設 事 業 で あ っ て 、 助 成 の 範 囲 が

公 共 性 等 の 観 点 か ら 合 理 的 な 範 囲 の も の で あ る こ と 。  

⑺ 公 共 施 設 等 の 除 却 に 要 す る 経 費 の 財 源 に 充 て る た め の 地 方

債 に つ い て は 、 地 財 法 第 3 3条 の ５ の ８ に 規 定 す る 地 方 公 共 団

体 に お け る 公 共 施 設 等 の 総 合 的 か つ 計 画 的 な 管 理 に 関 す る 計

画 （ 以 下 「 公 共 施 設 等 総 合 管 理 計 画 」 と い う 。） に 基 づ い て 行
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わ れ る こ と に よ り 、 財 政 負 担 の 軽 減 、 平 準 化 等 が 図 ら れ る と

認 め ら れ る 除 却 事 業 を 対 象 と す る も の で あ る こ と 。  

３ 償 還 年 限 等 に 関 す る 事 項  

償 還 年 限 に つ い て は 、 そ れ ぞ れ の 事 業 に 係 る 公 的 資 金 の 償 還

年 限 と の 均 衡 や 次 に 掲 げ る 事 項 に 留 意 す る と と も に 、 公 的 資 金

の 償 還 年 限 が 最 長 3 0年 （ 建 設 改 良 費 等 に 係 る 公 営 企 業 債 （ 一 般

会 計 債 の う ち 、 公 営 企 業 の 施 設 の 整 備 に 係 る 過 疎 対 策 事 業 を 含

む 。） に あ っ て は 最 長 4 0年 ） で あ る こ と に 照 ら し 、 原 則 と し て 、

償 還 年 限 は 3 0年 以 内 （ 建 設 改 良 費 等 に 係 る 公 営 企 業 債 に あ っ て

は 4 0年 以 内 ） と す る こ と が 適 当 で あ る も の と す る 。  

な お 、 複 数 の 目 的 の 地 方 債 を 一 括 し て 民 間 等 資 金 （ 市 場 公 募

資 金 及 び 銀 行 等 引 受 資 金 を い う 。 以 下 同 じ 。） に よ り 発 行 す る 場

合 に あ っ て は 、 当 該 複 数 の 目 的 を 考 慮 し た 償 還 年 限 を 設 定 す る

こ と が 必 要 で あ る も の と す る 。  

⑴ 公 営 企 業 債 の 償 還 年 限 に つ い て は 、 償 還 期 限 を 定 め な い 公

営 企 業 債 の 場 合 を 除 き 、 建 設 改 良 費 等 に 係 る 公 営 企 業 債 の 償

還 年 限 は 、 公 営 企 業 債 を 財 源 と し て 建 設 又 は 改 良 し よ う と す

る 施 設 の 耐 用 年 数 等 の 範 囲 内 で あ り 、 当 該 地 方 債 の 償 還 が 料

金 等 の 収 入 に よ っ て 賄 わ れ る 期 間 内 の も の で あ る こ と 。  

な お 、 施 設 の 耐 用 年 数 が 著 し く 長 期 で あ る こ と 等 に よ り 、

資 本 費 の 平 準 化 を 図 る べ き 合 理 性 を 有 す る 場 合 に は 、 一 定 の

元 金 償 還 金 に つ い て 、 公 営 企 業 債 を 財 源 と す る こ と が で き る

も の で あ る こ と 。  

⑵ 出 資 金 又 は 貸 付 金 の 財 源 に 充 て る た め の 地 方 債 の 償 還 年 限

に つ い て は 、 出 資 金 に あ っ て は 、 当 該 出 資 に 係 る 対 象 団 体 又

は 対 象 事 業 に 応 じ 、 償 還 に 要 す る 元 利 償 還 金 と 当 該 出 資 に よ

り 得 ら れ る 収 入 や 効 果 と の 均 衡 が と れ る 範 囲 内 の も の で あ る

こ と 。 貸 付 金 に あ っ て は 、 当 該 貸 付 け の 償 還 年 限 と の 均 衡 が

と れ て い る も の で あ る こ と 。  

⑶ 借 換 債 の 償 還 年 限 に つ い て は 、 当 該 借 換 え の 対 象 と な る 地

方 債 を 財 源 と す る 事 業 の 状 況 、 施 設 の 耐 用 年 数 、 当 該 団 体 の

公 債 費 負 担 等 の 財 政 状 況 を 踏 ま え 、 適 当 と 認 め ら れ る も の で

あ る こ と 。  

⑷ 災 害 復 旧 事 業 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 地 方 債 の 償 還 年 限
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に つ い て は 、 財 政 上 の 応 急 措 置 と し て 負 担 を 後 年 度 に 繰 り 延

べ る 趣 旨 を 踏 ま え 、 当 該 団 体 の 財 政 状 況 、 災 害 復 旧 事 業 の 事

業 量 や 事 業 期 間 等 の 均 衡 を 考 慮 し た 上 で 、 速 や か な 償 還 期 間

を 設 定 し て い る も の で あ る こ と 。  

⑸ 公 共 施 設 又 は 公 用 施 設 の 建 設 事 業 費 の 財 源 に 充 て る た め の

地 方 債 の 償 還 年 限 に つ い て は 、 当 該 地 方 債 を 財 源 と し て 建 設

し よ う と す る 公 共 施 設 又 は 公 用 施 設 の 耐 用 年 数 の 範 囲 内 で あ

り 、 世 代 間 の 負 担 の 公 平 の 観 点 か ら 、 適 当 と 考 え ら れ る も の

で あ る こ と 。  

４ 資 金 に 関 す る 事 項  

⑴ 公 的 資 金

原 則 と し て 、 地 方 債 計 画 上 、 当 該 公 的 資 金 を 充 当 す る こ と

を 予 定 し て い る 事 業 に 充 当 す る も の で あ る こ と 。

⑵ 民 間 等 資 金

地 方 債 の 資 金 の 調 達 が お お む ね 見 込 ま れ る も の で あ っ て 、

か つ 金 利 等 の 条 件 に つ い て 当 該 地 方 公 共 団 体 に 多 大 な 財 政

　 負 担 を も た ら す も の で な い こ と 。

（以下省略）
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令和５年度地方債同意等基準運用要綱 

 

第一 協議等手続に関する事項 

  令和５年度における地方債の協議及び許可に関する手続を円滑に進めるため、令和５年

度地方債同意等基準（令和５年総務省告示第 171号。以下「同意等基準」という。）に基づ

き、令和５年度地方債計画（令和５年総務省告示第 172 号）で予定している地方債につい

ての協議又は許可申請（以下「協議等」という。）における同意又は許可（以下「同意等」

という。）に係る手続については、同意等基準に定めるもののほか、以下に定めるところ

によるものとする。 

一 一般的事項 

１ 地方債の同意等額については、原則として、同意等基準において協議等手続が適用

される事業区分の対象事業に係る「地方負担額」又は「起債対象事業費」に地方財政

法施行令（昭和 23年政令第 267号。以下「地財令」という。）第 20条第４項の規定に

基づき定める令和５年度地方債充当率（令和５年総務省告示第 173 号）に掲げる充当

率を乗じて得た額の範囲内の額とするものであること。 

⑴ 「地方負担額」とは、地方公共団体が施行する国庫補助負担事業において地方債

を財源とすることができる経費であって補助要綱等に基づき算出した国庫支出金の

対象事業費又は国庫補助基本額から国庫支出金（翌年度に交付される補助率差額見

込額を除く。）、法令等に基づき国庫支出金に伴って交付することを義務付けられた

市町村に対する都道府県支出金及び他団体負担金その他の控除すべき財源（以下

「国庫支出金等」という。）を控除した額、又は、国直轄事業負担金の額から他団

体負担金その他の控除すべき財源を控除した額にそれぞれ事業の実施に直接必要な

事務的経費を加えた額をいうものであること。 

⑵ 「起債対象事業費」とは、地方単独事業であって、地方債を財源とすることがで

きる経費の額をいうものであること。なお、公共施設又は公用施設に付随するもの

の工事に要する経費のほか、次のような経費も対象となるものであること。 

ア 建設事業と一体として整備される備品で建設される施設等と一体不可分的な機

能を有するものの購入費 

ただし、原則として一品当たりの取得価格が 20万円以上であって、かつ耐用年

数が５年以上のものを対象とするものであること。 

イ 建設事業を実施するために直接必要であり、かつ、適正な範囲内の事務的経費

（職員旅費、消耗品費、備品費、通信運搬費、印刷製本費等の物件費及び人件費

をいう。）。 

⑶ 建設事業を実施するために直接必要な事務的経費については、次の範囲内のもの

は概ね適正な範囲内の事務費として取り扱うものであること。なお、それ以上に必

要な事務費がある場合には、実績等に応じ、それによることも差し支えないもので
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あること。 

ア 平成 22年度に補助金の事務費が廃止された国土交通省及び農林水産省の補助事

業の実施に直接必要な事務費 

(ｱ) 新規事業（平成 22年度以降に新規に補助金の交付決定通知を受けた事業）に

ついては工事費の 5.0%以内の額 

(ｲ) 継続事業（(ｱ)以外の事業）については廃止前の補助基準に定められていた

計算方法により算出した事務費の範囲内の額 

イ ア以外の補助事業については、補助基準に定める事務費の範囲内の事務費 

ウ 単独事業 

(ｱ) 設計監督費については、設計監督を外部に委託する場合には、当該委託費の

実所要額。外部に委託せずに設計監督を行う場合には、全体事業費の 2.75%以

内の額 

(ｲ) (ｱ)以外の事務費については全体事業費の 2.75%以内の額 

(ｳ) 水道事業、港湾整備事業及び下水道事業については、設計監督費とその他の

事務費を合わせて全体事業費の 6.0%以内の額 

(ｴ) 交通事業、電気事業、地域開発事業及び有料道路事業・駐車場整備事業につ

いては適正必要額 

(ｵ) 災害復旧事業及び工業用水道事業については補助事業と同様の計算方法によ

り算出した事務費の範囲内の額 

２ 用地費等の取扱いについては、次に掲げるところによるものであること。 

⑴ 公営企業に係るものを除き、原則として、当該年度に施設の建設事業を行うもの

及び用地の取得と併せて造成事業又は設計を行うもので次年度に施設建設が確実に

行われる見込みのあるものについて、該当の事業債の対象とするものであること。

また、用地の取得のみであっても国庫負担事業又は国庫補助事業の対象とされたも

のについては、該当の事業債の対象とするものであること。それ以外の公共用地の

先行取得は、公共用地先行取得等事業債の対象とするものであること。 

⑵ 公営企業に係る用地の取得については、用地特別会計で取得するものを除き、事

業の用に供することが確実に見込まれるものは、該当の事業債の対象とするもので

あること。 

⑶ 用地費には、別に定めのない限り、借地権、地上権等の設定等に要する経費、用

地買収に伴う補償費、整地費、造成費（既に所有している用地に係るものを含む。）、

用地の取得に当たって直接必要となる交渉費、測量費その他必要な諸経費も対象と

するものであること。 

⑷ 既存施設の解体工事に要する経費については、原則として、既存建物を撤去しな

ければ、施設の新増築ができない場合等新施設の建設事業を実施するために直接必

要と認められる場合には、地方財政法（昭和 23年法律第 109号。以下「地財法」と
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いう。）第５条第５号の経費に該当するものと解されること。このため、協議等手

続においては、当該年度に新施設の建設事業を行うもの又は次年度に新施設の建設

事業が確実に行われる見込みのあるものについて、新施設の建設事業と一体の事業

として該当の事業債の対象とするものであること。 

⑸ 既存施設の点検・調査等に要する経費については、建設事業の実施に当たり詳細

な点検・調査等をしなければ工事方法の決定ができない場合等、建設事業を実施す

るために直接必要と認められる場合には、地財法第５条第５号の経費に該当するも

のと解されること。このため、協議等手続においては、原則として、当該年度に施

設の建設事業を行うもの又は次年度に施設の建設事業が確実に行われる見込みのあ

るものについて、施設の建設事業と一体の事業として該当の事業債の対象とするも

のであること。 

３ 前年度以前に用地特別会計において公共用地先行取得等事業により取得した用地又

は土地開発基金を活用して取得した用地を一般会計等が再取得する場合は、当該再取

得の支出財源としてそれぞれの事業債を充てることができるものであること。 

また、市場公募債等で特に必要がある場合には、当該年度における他の用地先行取

得事業への起債目的の変更、あるいは、公共用地先行取得等事業の額の範囲内におけ

る他の事業債への目的変更も可能であること。この場合においては、一般会計におけ

る新たな起債として、協議等を行うことが必要であること。 

４ 公営企業債の発行を予定している公営企業のうち、以下の事業については、事業開

始後一定期間内において収支相償する事業であることが収支計画（投資・財政計画）

において確認できるものを対象とするものであること。 

⑴ 赤字の事業（地方公営企業法（昭和 27年法律第 292号）を適用している事業（以

下「法適用企業」という。）にあっては繰越欠損金を有し、又は資金不足額（地財

法第５条の４第３項に規定する資金の不足額をいう。以下⑴において同じ。）を有

する企業とし、地方公営企業法を適用していない事業（以下「法非適用企業」とい

う。）にあっては資金不足額を有する企業とする。） 

⑵ 新規事業（新たに企業会計を設置し事業を開始する場合、大規模改築を行う場合

等経営実態が大きく異なることとなる場合を含む。） 

⑶ 準建設改良費に充当する公営企業債を起こすこととしている事業 

⑷ 建設改良費等以外の経費に充当する公営企業債を起こすこととしている事業 

５ 公営企業の脱炭素化の取組に要する経費に係る地方債（公営企業債（脱炭素化推進

事業））の取扱いについては、次に掲げるところによるものであること。 

⑴ 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号）第 21 条第１項に

規定する地方公共団体実行計画（同条第２項に掲げる事項について定める計画）に

基づく、公営企業の事務及び事業の脱炭素化のための事業であり、具体的には次の

事業を対象とするものであること。 
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ア 太陽光発電設備並びに太陽光発電設備に付随する蓄電池、自営線及び EMS（エ

ネルギーマネジメントシステム）等の整備に関する事業（売電を主たる目的とす

る場合を除く。） 

イ 地球温暖化対策計画（令和３年 10 月 22 日閣議決定）に定める ZEB（ネット・

ゼロ・エネルギー・ビル）基準相当に適合させるための改修又は ZEB 基準相当に

適合する公営企業施設の新築、増築若しくは改築に関する事業であり、具体的に

は次の設備の整備に関する事業 

(ｱ) 空気調和設備その他の機械換気設備 

(ｲ) 照明設備 

(ｳ) 給湯設備 

(ｴ) 昇降機 

(ｵ) 太陽光発電設備及びコージェネレーション設備（売電を主たる目的とする

場合を除く。） 

(ｶ) BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステム） 

ウ 省エネルギー改修の実施に係る次の事業 

(ｱ) 省エネルギー基準（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平

成 27年法律第 53号。以下「建築物省エネ法」という。）第２条第１項第３号に

規定する建築物エネルギー消費性能基準をいう。）に適合させるための改修事

業であり、具体的には次の設備の整備に関する事業 

a 空気調和設備その他の機械換気設備 

b 照明設備 

c 給湯設備 

d 昇降機 

e コージェネレーション設備（売電を主たる目的とする場合を除く。） 

f  BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステム） 

(ｲ) (ｱ)に掲げる設備以外の設備に係る省エネルギー改修事業（省エネルギー・

高効率機器の導入、ポンプのインバータ制御化等の省エネルギー設備の導入等）

であって、設備を改修することで、改修前と比較し、二酸化炭素排出量を 15％

以上削減できる事業（売電を主たる目的とする設備の改修を除く。） 

エ LED照明の導入のための改修事業 

オ 電動車の導入（公用車に係る電気自動車、燃料電池自動車及びプラグインハイ

ブリッド自動車の導入に限る。）及び主として公用車に充電を行うための充電設

備の整備に関する事業 

カ 水道事業（上水道事業）及び工業用水道事業における小水力発電のための設備

並びに小水力発電のための設備に付随する蓄電池、自営線及びEMS（エネルギー

マネジメントシステム）等の整備に関する事業（売電を主たる目的とする場合を
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除く。） 

キ 交通事業（自動車運送事業）における電動バスの導入（電気バス、燃料電池バ

ス及びプラグインハイブリッドバスの導入に限る。）に関する事業及び電動バス

に充電を行うための充電設備の整備に関する事業 

ク 下水道事業における次に掲げる設備並びに当該設備に付随する蓄電池、自営線、

熱導管及びEMS（エネルギーマネジメントシステム）等の整備に関する事業 

(ｱ) 下水汚泥のエネルギー利用（バイオガス発電（売電を主たる目的とする場合

を除く。）又は固形燃料化）のための設備 

(ｲ) 下水熱の利用のための設備 

(ｳ) 下水汚泥資源の肥料利用（汚泥の肥料利用又はリン回収）のための設備 

(ｴ) 一酸化二窒素の排出係数が一定水準以下の汚泥焼却のための設備 

⑵ ⑴ア及びイについて公営企業施設の新築、増築又は改築に係る事業である場合に

は、公共施設等総合管理計画に定める計画期間における公共施設等の数や延べ床面

積等の公共施設等の数量に関する目標等と整合性を図りつつ行うものであること。 

⑶ ⑴イ及びウ(ｱ)については、建築物のエネルギー消費性能の表示に関する指針

（平成 28年国土交通省告示第 489号）に基づく第三者認証制度のうち、BELS（建築

物省エネルギー性能表示制度）又はこれと同等の第三者認証を受けている公営企業

施設に係る事業であること。 

⑷ 上記⑴アからキまでについては、地方単独事業を対象とするものであること。ま

た、⑴クについては、国庫補助事業及び地方単独事業を対象とするものであること。 

⑸ 上記⑴で対象としている事業（⑴キで対象としている事業を除く。）に要する経

費のうち地方負担額又は起債対象事業費の２分の１を対象とするものであること。 

  また、⑴キで対象としている事業に要する経費のうち一般車両を導入する場合に

比して増加する経費を対象とするものであること。 

⑹ 水道事業（上水道事業）、工業用水道事業及び電気事業・ガス事業にあっては、

⑸の対象となる経費に係る公営企業に対する出資金の財源とするための地方債を対

象とするものであること。 

⑺ 資金については、公的資金を優先的に配分すること。 

６ 公営企業の準建設改良費のうち「建設改良費の財源に充てるために起こした地方債

の元金償還金」に係る公営企業債（以下「資本費平準化債」という。）の取扱いにつ

いては、次に掲げるところによるものであること。 

⑴ 供用開始後の施設に係る公営企業債のうち建設改良費の財源としたものの当該年

度の元金償還金が減価償却費（法適用企業にあっては、当該施設に係る減価償却費

から当該年度における当該施設の取得に係る長期前受金（企業債（償却資産の取得

又は改良に充てるために起こした企業債に限る。）の元金の償還に要する資金に充

てた一般会計又は他の特別会計からの繰入金を除く。）の償却額を控除して得た額
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とし、法非適用企業にあっては、法適用企業となった場合の耐用年数等を勘案して

算出する減価償却費に相当する額とする。以下同じ。）を著しく超え、かつ、経営

上の収支に著しい影響が生じている場合における当該超える額を対象とするもので

あること。なお、港湾整備事業に係る埠頭用地の耐用年数については、岸壁と同じ

年数（50年）を用いることとすること。 

⑵ 法非適用企業の減価償却費については、次により算出した額とすること。 

ア 下水道事業（特定地域生活排水処理施設及び個別排水処理施設を除く。） 

（Ａ÷49＋Ｂ÷24＋Ｃ÷25＋Ｄ÷35＋Ｅ÷35）×0.9 （注） 

(注) ＡからＥについては、次のとおりとする。なお、下水道事業債発行額は、

一定期間（過去の施設等の耐用年数の期間）に発行した下水道事業債を合算し

たものとする。 

Ａ 管渠に係る下水道事業債の発行額に相当する額 

Ｂ ポンプ場に係る下水道事業債の発行額に相当する額 

Ｃ 処理場に係る下水道事業債の発行額に相当する額 

Ｄ 流域下水道建設費負担金に係る下水道事業債の発行額に相当する額 

Ｅ その他に係る下水道事業債の発行額に相当する額 

イ ア以外の事業 

各事業に係る施設の公営企業債発行総額（注 1）÷Ａ（注 2）×0.9 

(注 1) 公営企業債発行総額は、一定期間（過去の各事業に係る施設の耐用年数

の期間）に発行した公営企業債を合算したものとする。 

(注 2) Ａについては、各事業に係る施設の耐用年数とする。（下表に掲げる事

業については、事業に係る施設の平均耐用年数等を勘案し、下表に定める期

間とする。） 

事業名 施設の耐用年数の期間 

水道事業（簡易水道事業） 40年 

交通事業（船舶運航事業） 25年 

下水道事業（特定地域生活排水処

理施設及び個別排水処理施設） 
25年 

⑶ 法非適用企業が地方公営企業法を適用した場合の資本費平準化債の発行可能額に

ついては、当該企業が地方公営企業法を適用した日の属する年度（当該企業が地方

公営企業法を適用した日が４月２日以降の場合は当該年度の翌年度。以下同じ。）

及びこれに続く２年度において、当該企業がなお法非適用企業であるとして第一の

一の６⑴及び⑵により算定した額（以下「法非適用時の算定額」という。）が第一

の一の６⑴及び⑵により算定した額（以下「法適用時の算定額」という。）を超え

る場合においては、次により算定される額とするものであること。 

（法適用時の算定額）＋（法非適用時の算定額－法適用時の算定額）×Ａ（注） 
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（注） Ａについては、下表に定める経過年度の区分に応じ、下表に定める率とする。 

区分 率 

地方公営企業法を適用した日の属する年度から

起算して１年目の年度 
0.9 

地方公営企業法を適用した日の属する年度から

起算して２年目の年度 
0.6 

地方公営企業法を適用した日の属する年度から

起算して３年目の年度 
0.3 

７ 公営企業の準建設改良費のうち「地方公営企業法の財務規定等の適用に要する経費」

に係る地方債（公営企業会計適用債）の取扱いについては、次に掲げるところによる

ものであること。 

⑴ 対象経費 

地方公営企業法の財務規定等の適用に要する経費（基礎調査・基本計画等策定経

費、資産評価・資産台帳作成経費、財務会計システム導入経費並びに財務規定等を

適用した日の属する年度から当該年度の翌々年度までの間における会計処理及び財

務諸表の作成に要する経費等をいう。ただし、財務規定等の適用に係る事務に従事

する職員の給料等は原則として含まれない。）を対象とするものであること 

⑵ 償還年限 

原則として 10年以内とすること。 

⑶ 資金 

民間等資金であること。 

８ 公営企業に対する出資金、負担金及び補助金の財源とするための地方債については、

令和５年度地方財政計画に計上された公営企業繰出金のうち地方債を財源とするもの

を対象とするものであること。なお、地方財政計画に計上された公営企業繰出金の基

本的な考え方については、別途通知する予定であること。 

９ 公営企業に準ずる事業を行う地方公共団体の出資に係る法人に対する出資金、貸付

金及び補助金並びに公営企業型地方独立行政法人に対する貸付金及び出資金に係るも

のについては、次に掲げる場合に該当するものが、同意等基準第二の一の２に該当す

るものであること。 

⑴ 公営企業に準ずる事業を行う地方公共団体の出資に係る法人に対するもの 

ア 当該地方公共団体の出資割合が２分の１以上である等、法人の設立・運営につ

いて当該団体が主導的な立場にあることが客観的に確認できるものであること。 

イ 当該法人が行う事業が、原則として地財令第 46条に掲げる事業であり、採算性

を有するものであること。 

⑵ 公営企業型地方独立行政法人に対するもの 

当該法人の事業について、事業開始から一定期間内において収支相償することが

25



明らかなものであり、原則として、設立団体において特別会計を設置するものであ

ること。 

10 公営企業の「用途廃止施設の処分に要する経費」に係る地方債（公営企業施設等整

理債）の取扱いについては、次に掲げるところによるものであること。 

⑴ 対象事業

将来にわたって活用する見込みがない事業用施設（水利権を伴うものについては、

当該水利権を含む。）を整理することで事業規模の適正化及び経営の効率化を図る

事業又は法令等により早急に事業用施設（水利権を伴うものについては、当該水利

権を含む。）の処分が必要な事業を対象とするものであること。 

⑵ 対象経費

用途廃止施設の処分に要する経費（解体撤去費、国庫補助返還金、企業債繰上償

還金及び独立行政法人水資源機構負担金の精算に要する額等の合計額から資産売却

代金等の収入を控除した額をいう。）を対象とするものであること。 

⑶ 償還年限

原則として 10年以内とすること（ただし、企業債繰上償還金については、当該公

営企業債の残存償還期間内とする。）。 

⑷ 資金

民間等資金であること。

11 償還年限内において、借換えを予定する場合には、それまでの経過年数に応じて、

借換額を縮減する旨を明らかにしたものを原則として対象とすること。なお、借換え

に際して満期一括償還方式と定時償還方式を借換時に選択する予定である場合には、

その旨を明らかにすること。 

12 協議等手続の対象とする地方債については、10 万円未満の端数を付けない取扱いと

するものであること。ただし、一般補助施設整備等事業債のうち特別転貸債分、臨時

財政対策債、減収補塡債及び国の予算等貸付金債については、この限りではないこと。 

13 公的資金については、原則として市町村（指定都市を除く。）の実施する事業に優

先的に配分すること。また、その長期かつ低利の資金を融資するという性格を踏まえ、

償還年限の長い事業に優先的に配分すること。 

14 全国型市場公募債発行団体の公的資金の借入れについては、その償還年限が 10年を

超えるものに限るものであること。ただし、災害復旧事業、豪雪対策事業、特別転貸

　　債並びに辺地及び過疎対策事業については、この限りでないこと。 

  

（以下省略）

26



横浜市土地開発公社の解散について 

 １ 横浜市土地開発公社のこれまでの役割と解散に至った経緯 

横浜市土地開発公社（以下「公社」という。）は、昭和48年の設立以来、本市の取得依頼に 

基づき、事業に必要な土地を本市に代わって先行して取得し、街づくりに貢献してきました。 

一方、街づくりの進展に伴い、「公社に依頼し新たに土地を取得する必要性が薄れたこと」や

「厳しい財政状況の中で、事業化の進捗が遅れ、土地の取得にかかる借入金の金利負担が増加

していること」などから、これまでに取得した土地の買取りを急ぐ必要があります。 

このため、財政健全化の一環として、将来の財政負担を軽減する観点から、総務省が平成21

年度に新設した第三セクター等改革推進債（以下「三セク債」という。）を活用し、25 年度に

公社を解散することを「横浜市中期４か年計画」で公表し解散の準備を進め、市会平成25年第

一回定例会で公社の解散に関する議案を提出します。 

■ 公社設立から平成23年度末までに取得、事業化（処分）した土地の用途別面積及び主な事業例

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 公社から本市に引き継ぐ土地の処理方針 

公社の解散に伴い、本市が引き継ぐ土地のうち、事業用地として本市が活用するものは、事

業局へ所管替えを行い、事業化を進めます。 

民間等への売却を予定している土地については、10年以内の売却を目指します。 

■平成24年度末見込みの公社保有土地の状況 

事業区分 取得年度 面積 簿価 主な事業予定地

道路 H３～H10 2.7ha 85億円 横浜環状道路用地ほか

公園緑地 H２～H8 2.1ha 37億円 野七里公園ほか

都市計画 H５～H10 26.2ha 1,363億円 

うちＭＭ新高島地区 H５～H10 10.1ha 1,154億円 

その他 H１～H９ 1.3ha 92億円 南土木事務所予定地ほか

合　　計 32.2ha 1,578億円 

舞岡町土地、

みなとみらい新高島地区ほか

用　途 取得面積
事業化

（処分）面積
23年度末
保有面積

主な事業例

道路 38.7ha 36.0ha 2.7ha 横浜環状道路北線

公園・緑地 139.2ha 136.7ha 2.5ha よこはまズーラシア

学校 61.3ha 61.3ha - 横浜サイエンスフロンティア高等学校

市民文化 6.9ha 6.8ha 0.1ha
横浜美術館、横浜国際総合競技場、

横浜国際プール

福祉・衛生 36.2ha 36.1ha 0.1ha 横浜労災病院、横浜西部病院・東部病院

住宅 14.3ha 14.3ha - 新山下市営住宅

交通 6.7ha 6.7ha - 市営地下鉄新羽車両基地

港湾 0.3ha 0.3ha - 本牧埠頭整備事業

河川・下水 3.4ha 3.4ha - 鶴見川多目的遊水池事業

企業誘致 5.9ha 5.9ha - 白山ハイテクパーク

都市計画 59.9ha 32.9ha 27.0ha みなとみらい新高島地区

公共公益的施設用地 20.1ha 18.9ha 1.2ha 神奈川図書館

その他（代替地） 38.4ha 37.5ha 0.9ha 戸塚駅前区画整理事業

合　計 431.3ha 396.8ha 34.4ha
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 ３ 三セク債の発行額 

 24年度末の公社保有土地の簿価額は1,578億円と見込んでおり、25年度予算においても、

事業化を予定している用地の一般会計等での買取りを行い、簿価額を125 億円縮減することに

より、三セク債発行時の簿価額は金利負担（約11億円）を含め1,464億円と見込んでいます。 

このうち公社の準備金81億円を除いた1,383億円に係る外部借入金について、三セク債を発

行し、公社は本市からの負担金により金融機関へ返済を行います。 

また、本市からの借入金100億円についても、公社は本市に別途返済を行います。 

■三セク債の発行額 

 ４ 三セク債の発行による財政の負担軽減の効果 

「中期４か年計画」では、公社の債務は全額、市（一般会計）が対応する借入金残高として

位置づけられています。25年度予算において、三セク債の発行により市債残高が一時的に増加

し、実質公債費比率などに一定の影響が生じますが、公社を存続させ長期間にわたり本市が公

社保有土地を買い取る場合と比較して、将来的な本市の財政負担を軽減することができます。 

公社を存続させ、これまで同様に毎年70 億円程度、本市が公社保有土地を買取った場合と、

償還年数20年以上の三セク債を活用した場合では、約120億円～約160億円程度の負担軽減が

見込まれます。 

三セク債の償還年数は原則10年以内となっていますが、他都市では10年以上で許可されて

いる例もあり、最終的には総務省からの許可の段階で確定します。 

■三セク債の償還の枠組み（現行の利率で借換えをした場合の試算） 

５年債などの市債を現行の利率で借り換えることを前提に仮に試算すると、三セク債発行額

1,383億円に対し、20年で許可された場合の利子見込は70億円、元利合計見込は1,453億円、

30年で許可された場合の利子見込は105億円、元利合計見込は1,488億円となります。 

1,578億円

縮減分  一般会計等での買取り △125億円

増加分  金利等 ＋11億円

三セク債発行時の簿価額 1,464億円

公社準備金 △81億円

三セク債発行額 1,383億円

24年度末の公社保有土地の簿価総額（見込）

25年度

①

②

償還年数 元金借入金額
金利負担

軽減額(②－①)
元利合計額

年度ごとの
償還額平均

公社存続 24年の場合 ① 228億円 ― 1,611億円 70億円 

20年の場合 70億円 △ 158億円 1,453億円 73億円 

30年の場合 105億円 △ 123億円 1,488億円 50億円 

一般財源
充当分（a）

20年の場合 70億円 651億円 

30年の場合 105億円 686億円 
1,383億円 802億円 581億円 

一般財源
負担合計（a+b）

元金償還額

償還期間内
の利子総額

1,383億円 三セク債
活用

一般財源
利子充当分（b）

三セク債
償還年数

土地売払
収入充当分

②
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償還の枠組みについては、例えば、単年度ごとの財政負担が少なく総額の金利負担が大きい

30 年で償還できる場合では、売却予定土地の23 年度末の時価額が802 億円であり、これを三

セク債償還の原資として活用した残りの元金581億円と利子充当見込105億円の合計686億円

を一般財源で負担することを想定しています。 

26年度以降、毎年度、決算関連書類の中で償還の状況を公表していきます。 

５ 公社の解散手続き 

① 本市は、三セク債の発行により資金を調達します。

② 調達した資金を財源とし、公社の金融機関に対する借入金の返済相当額を公社に負担金と

して支出します。

③ 公社は負担金を財源として金融機関へ借入金を返済し債務を解消します。

④ 本市は総務省へ公社解散の認可申請を行い、認可後に公社が解散手続きを行います。

⑤ 解散手続きに伴い、「公有地の拡大の推進に関する法律」第22条に基づき、残余財産とな

った土地を、設立団体である本市に帰属させます。

■公社の解散手続きの流れ 

 ６ 今後のスケジュール（予定） 

25年２月 第１回市会定例会で公社解散の議案、三セク債起債許可申請議案、予算議

案の提出 

25年４月以降  総務省へ三セク債の起債許可の申請 

（解散及び三セク債起債許可申請議案の議決証明を申請書類として提出） 

９月～ 三セク債の発行・負担金の支出 

～26年１月 負担金により公社の債務を解消 

     総務省への解散認可の申請 

26年３月～     公社の解散、残余財産（土地）を本市へ帰属（引継） 

②負担金を支出

横浜市

土地開発公社 金　融　機　関

⑤土地の所有権移転
（残余財産の自治体への帰属）

　(債務の解消)

③借入金の返済

金融市場

①三セク債の
発行

　資金調達

④解散認可申請 解散認可

総務省
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（単位：億円）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 計（通期）

公債費元金　　① 1,455 1,477 1,533 1,566 6,031

市債活用額　　② 1,699 1,764 1,545 1,718 6,726

建設地方債（計画値）　　 1,147 1,339 1,050   938 4,473

臨時財政対策債（計画値）   552   425   300   280 1,558

さらなる赤字地方債(コロナ対策)  －  －   195   500   695

横浜方式ＰＢ　①－② ▲12 ▲152 ▲695

    0
（均衡確保）

＋348＋183
▲287▲244

さらなる赤字地方債(コロナ対策)を除く

（２） 「施策の推進と財政の健全性の維持」の両立

「横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進に関する条例（以下、「財政責任条例」と

いう。）」を踏まえ、施策の推進と財政の健全性の維持を両立し、持続可能な財政運営に取

り組んでいます。そのため、「中期４か年計画 2018～2021」では、「横浜方式のプライマリ

ーバランス（以下、「横浜方式ＰＢ」という。）の４か年通期での均衡確保」や「一般会計

が対応する借入金残高の管理」、「未収債権額のさらなる縮減」、「保有資産の戦略的活用」

などを財政目標として設定しています。 

これらのうち、「横浜方式ＰＢの４か年通期での均衡確保」「一般会計が対応する借入金

残高の管理」は、元年度決算や２年度当初予算時までは目標達成に向けた進捗を図ること

ができていました。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響により社会環境が激

変し、歳入の中心を占める市税は２年度から減収に転じ、３年度は過去最大の減収となる

見込みです。そこで、コロナ禍の大幅な一般財源の減収等により市民生活や市内経済に支

障が生じないよう、財政目標を変更（※１）し、追加で赤字地方債を活用することとしました。 

※１ 財政目標の変更は、財政責任条例第４条第２項に基づくものです。目標変更は２年度（２月補正予算）に実施
します。

財政責任条例（抄） 
第４条 市長は、第１条の目的を達成し、及び将来にわたる市民生活の安定を確保するため、横浜市議会基本条例
第 13条第２号に規定する基本計画において、財政の健全性の維持のための目標を設定するものとする。 

２ 市長は、社会経済情勢の変化を勘案し、必要があると認めるときは、前項の目標を変更することができる。 

ア 市債活用

「中期４か年計画 2018～2021」で設定した計画的な市債活用の考え方を基本としつつ、

コロナ禍で大幅な減収となる市税等の一般財源の補填などに、２年度と３年度の国の地

方財政措置の範囲で財政目標を変更し、「さらなる赤字地方債（コロナ対策）」と定義し

て 695 億円を活用することとしました。内訳は、２年度分が 195 億円、３年度分が 500

億円です。

市民に身近な施設整備や公共施設の保全・更新など公共投資に必要な建設地方債は、

３年度から２年度への前倒し補正活用分も含め計画どおりの活用とし、３年度は 938 億

円を計上しました。この結果、３年度の市債活用額の合計は、「中期４か年計画 2018～

2021」で予定していた臨時財政対策債（280 億円）も含めると、1,718 億円となりました。 

＜市債活用計画「中期４か年計画（2018～2021）」、３年度当初予算案時点＞ 

※2
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≪財政目標の変更等について≫ 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響がなければ、横浜方式ＰＢは４か年通期での均衡が達成できる見込みで

した（28ページ下段の表内※２を参照）。

・ コロナ禍での一般財源等の減収は、２年度の財政収支から影響があります。したがって、財政目標の変更

は２年度２月補正で行い、「さらなる赤字地方債（コロナ対策）」を２年度と３年度に活用します（変更後の

目標値：「（参考）市債活用計画にかかる財政目標の変更（指標と目標値）」）。

なお、建設地方債は計画活用額を変更しません。国の２年度第３次補正予算にあわせ、本市の２年度２月

補正予算で河川整備費等の一部を３年度から２年度へ前倒し計上しますが、その際等に必要となる建設地方

債も３年度から２年度に前倒します（３年度から２年度へ前倒す建設地方債：55億円）。 

（参考）市債活用計画にかかる財政目標の変更（指標と目標値） 

指標 横浜方式のプライマリーバランス 一般会計が対応する借入金残高 

目標値 

(３年度末) 

現 

在 
「４か年（H30～R３年度）通期」での均衡確保 H29 年度末残高の水準以下 

変 

更 

後 

「４か年（H30～R３年度）通期」での均衡確保 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う市税等の一
般財源の減少等により、計画値（※）を超えて発行が
必要となる「さらなる赤字地方債（コロナ対策）」を
除く。 

※ 計画値（赤字地方債）：R2年度 300億円、R3年度 280億円

H29 年度末残高の水準以下 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う市税等の一
般財源の減少等により、計画値（※）を超えて発行が
必要となる「さらなる赤字地方債（コロナ対策）」を
除く。 

※ 計画値（赤字地方債）：R2年度 300億円、R3年度 280億円

・ 「さらなる赤字地方債（コロナ対策）」の活用も含めた４か年の横浜方式ＰＢの確定値は、３年度決算時

となります。

・ なお、「さらなる赤字地方債（コロナ対策）」として活用する市債の内訳は、下表のとおりです。

（単位：億円） 

令和２年度 令和３年度 ２か年計 

減収補填債 ※３  83 －  83 

猶予特例債  31 －  31 

臨時財政対策債  81 500 581 

合計 195 500 695 

※３ 減収補填債は、普通交付税の交付額決定後に市税等が減収となった場合に活用できる赤字地方債で、

コロナ禍での国の地方財政支援の拡充により、本市は２年度に減収補填債を 83億円発行することが可

能です（２年度２月補正時見込み）。また、２年度は、減収補填債や計画値を超えて活用する臨時財政

対策債のほかに、税の徴収猶予にあわせ制度化された猶予特例債を 31億円活用すると見込みました。

減収補填債は償還時に 75％、臨時財政対策債は 100%の交付税措置があります。なお、コロナ禍で減収

となる３年度の主な一般財源影響額は次のとおりです。（数値は２年度当初予算との比較値） 

市税 ▲488億円（個人市民税 ▲294 億円、法人市民税 ▲146億円、固定資産税 ▲40億円等） 

（詳細は「８ 市税実収見込額の概要」（102～103 ページ）を参照） 

県税交付金 ▲45億円（地方消費税交付金▲73億円等） 

 なお、２年度の主な影響額は次のとおりです。２年度２月補正予算で減額します。 

市税 ▲18億円、県税交付金 ▲52億円、（株）横浜国際平和会議場返還金等収入 ▲29億円、 

宝くじ収入 ▲21億円、財産売払収入 ▲60億円、使用料・手数料 ▲17億円 

・ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率は、３年度予算見込みで実質公債

費比率が 12％程度、将来負担比率が 140％程度で、いずれも早期健全化基準（実質公債費比率 25％、将来負

担比率 400％）を下回る見込みです。

・ 公債費元金の数値は、元年度までは決算、２年度は２月補正後、３年度は予算時の見込みです。なお、公

債費元金は、毎年度の予算案公表時や計画の振り返り時等に公表します。
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目 　 標 現 状 と 課 題

● 本市はこれまで、債務については一般会計で「横浜方式のプライマリー
バランス」の考え方に基づき、計画的な市債発行と残高管理を進めてき
たほか、特別会計等の借入金についても一般会計負担分を明らかにし、
市民の税負担等で返済する必要のある「一般会計が対応する借入金残
高」を大きく縮減してきました。

● 今後、更に厳しい財政運営が見込まれる中、将来世代に過度な負担を先
送りしないよう、人口減少に対応し、市民一人当たりの負担に着目しな
がら、中長期の時間軸で借入金残高全体を管理していく必要があります。

財政ビジョンにおける中長期のベンチマーク
「一般会計が対応する借入金 市民一人当たり残高」について2040年度末
（令和22年度末）残高を2021年度末（令和3年度末）残高程度に抑制

● 市債の活用に当たっては、引き続き、安定的な調達及び中長期的な調達
コストの抑制に取り組むとともに、市債管理の透明性と債務償還能力に
対する信頼を高める必要があります。

● 特別会計※１及び企業会計については、引き続き、経営戦略※２（経営計
画・会計運営計画）に基づき、中長期を見据えた経営基盤の強化や財政マ
ネジメントの向上、計画的かつ効率的な事業運営に取り組む必要があり
ます。

※１  特別会計：港湾整備事業費、中央卸売市場費、中央と畜場費、市街地開発事業費、自動車駐車場事業費、
新墓園事業費、風力発電事業費

※２  経営戦略：公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画

一般会計が対応する借入金残高

直 近 の 現 状 値 目 標 値

３兆1,312億円 ３兆 100億円以下

指 　 標

財政ビジョンにおける財政運営の基本方針（債務管理）に基づき、将来の市民
負担を抑制しつつ、計画的・戦略的な市債活用を行い、一般会計が対応する借
入金残高が適切に管理されています。債

務
管
理
ガ
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【出典】横浜市財政局

一般会計が対応する借入金残高

行
財
政
運
営

財政運営１ ｜ 債務管理ガバナンスの徹底による中長期的な視点に立った債務管理

◉主な取組
1 計画的・戦略的な市債活用と残高管理 所管局 財政局

取
組
指
標

一般会計が対応する借入金残高総額

● 計画的な市債発行や確実な公債費の償還を通じた、「一般会計が対応する借入金残高」の管理を進めます。
4年間の市債活用計画及び一般会計が対応する借入金残高の推移見込み

3年度決算 ４年度予算 5年度 6年度 7年度 4か年計
一般会計市債活用額 1,494億円 1,360億円

1,300億円程度/年 5,300億円程度建設地方債 908億円 965億円
臨時財政対策債 587億円 395億円

一般会計が対応する借入金残高 ３兆1,312億円 3兆1,465億円 ３兆 900億円～３兆 100億円程度
一人当たり残高 83万円 84万円程度 82～80万円程度

必要な公共投資を進めつつ、建設地方債の管理に留意し、臨時財政対策債も含めて計画的に活用していきます。
横浜方式のプライマリーバランス：令和４年度 +206億円、 令和５～７年度：+210～+150億円程度

直近の現状値 目標値

３兆1,312億円 ３兆 100億円以下

2 市場から信頼される市債の安定的かつ円滑な発行 所管局 財政局、全局
取
組
指
標

①市債発行手法の多様化（ESG債などの発行）
②「公債管理レポート（仮称）」の公表

● 計画的な市債活用の一環として、市場動向を見据えた市債の調達先の最適化や市場ニーズに合った手法の多様化（ESG債※などの活用）を進め、引き続
き、安定的な調達及び中長期的な調達コストの抑制に取り組みます。

● 市債管理の透明性と債務償還能力に対する信頼を高めるため、市の財政状況や市債の発行・償還状況について、投資家の方々を中心に、広く市民の
方々にも理解が促進するよう、「公債管理レポート（仮称）」として情報発信していきます。

直近の現状値 目標値

①検討
②検討

①発行
② 公表（令和4年度：
試行、令和5年度以
降：本公表）

※ ESG債とは、環境事業や社会貢献事業を資金使途として発行する債券をいう。

3 計画的・戦略的な投資管理の推進 所管局 財政局、全局

取
組
指
標

投資管理の推進

● 一般会計や特別会計、企業会計における大規模な市債活用が必要な投資事業については、事業の計画段階で、一般会計負担や市債の活用額・償還財源、
投資による事業効果の見込み等について明らかにするとともに、事業期間中や事業完了後といった時機を捉え検証を行います。

● 市全体の投資事業を全体最適化する観点から、予算編成に先立ち、全体の投資水準の検討・調整を行い、計画的・戦略的な投資管理を行います。

直近の現状値 目標値
 •公共事業評価制度の実施
 •横浜市経営会議や予算編
成の中で投資事業の議論
を実施

投資管理の推進

4 特別会計・企業会計等の更なる健全化の推進 所管局 財政局、経済局、健康福祉局、医療局病院経営本部、
環境創造局、都市整備局、道路局、港湾局、水道局、交通局

取
組
指
標

①経営計画、会計運営計画
② 社会経済情勢の変化等により一般会計での負
担が必要となった事業等への対応

● 特別会計及び企業会計については、引き続き、経営戦略（経営計画・会計運営計画）に基づき、経営基盤の強化や財政マネジメントの向上、計画的かつ
効率的な事業運営に取り組みます。「経営計画」、「会計運営計画」については、債務ガバナンスを更に強化する観点から、４年間の計画に加えて、10年間
の収支見通しを盛り込みます。

● 「社会経済情勢の変化等により一般会計での負担が必要となった事業」について、これまでの対応を踏まえながら、以下のとおり、計画的に対応していき
ます。

南本牧埋立事業
◆ 令和４年度末に埋立を完了し、保有土地の売却を進めるとともに、その後の会計の廃止に向けて、新規廃棄物処分場整備に伴う負担（護岸
費相当額 平成13年度末：約900億円）と収支不足（約600億円）について一般会計で計画的に負担します。（一般会計負担期間：平成16～
令和14年度、令和３年度までの一般会計負担：約850億円）

（一財）横浜市道路建設事業団
◆  （一財）横浜市道路建設事業団の民間借入金等の債務（平成14年度末:約910億円）について、一般会計で計画的に負担します。（計画的処
理期間：平成15～令和４年度、令和３年度までの一般会計負担：約888億円）

＊表中の債務額及び収支不足額は、平成15年に公表した「中期財政ビジョン」等において示した額

直近の現状値 目標値

① 経営計画、会計運営
計画の計画期間：
 ４年

② 令和３年度負担額：
178億 円（埋立事
業）、279億円（（一
財）横浜市道路建設
事業団）

① 経営計画、会計運営
計画における収支見
通しの長期化（10年
以上）

②計画的に縮減
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第Ⅱ章関連



総財地第１１５号  

平成２１年４月１４日 

改正平成２６年４月 １日 

改正令和３年３月２６日 

 

 各都道府県総務部長 

（財政担当課・市区町村担当課扱い） 

                  殿 

 各指定都市財政局長 

（公債担当課扱い） 

 

 

 

 

総務省自治財政局地方債課長        

 

 

地方債の総合的な管理について（通知） 

  

 

 地方債の資金については、地方分権の推進、財政投融資制度改革等を踏まえ、段階

的に公的資金の縮減・重点化が図られており、これに伴って地方債の市場化の推進

及び地方債の管理に関する自主的な取り組みを一層充実させていく必要があると考

えられます。 

 特に、今後も進展することが見込まれる地方債資金の市場化に的確に対応するこ

とが極めて重要と考えられることから、各地方公共団体においては、自団体におけ

る地方債現在高の状況、公債費負担の今後の見通し等を踏まえ、別記の事項に十分

配慮して地方債の総合的な管理を計画的に推進することにより、将来にわたる適切

な財政運営を確保されるようお願いします。 

 なお、「地方債の総合的な管理について」（平成１８年３月３１日付け総務省自治

財政局地方債課長通知）に基づく取扱いは、今後、本通知によるものとします。 

 おって、貴都道府県内の市町村に対しても周知願います。 
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（別記） 

 

１．地方債の発行について 

（１）市場公募化等の推進 

地方分権の推進、財政投融資制度改革等の趣旨を踏まえた公的資金の段階的

な縮減・重点化が進展していることを踏まえ、民間資金を中心とした調達への

転換を円滑に進められたいこと。 

民間資金の調達に当たっては、市場公募化の一層の推進、証券発行方式の活

用、満期一括償還化、発行単位の大型化、発行時期の平準化、発行年限の多様

化を図ること等により流通性の一層の向上や調達手段の多様化に努められたい

こと。 

なお、都道府県及び政令指定都市を中心に、安定的な資金調達を図るために

市場公募地方債の発行を推進する必要があるが、市場公募地方債の発行は資金

調達の透明性の確保等にも資するものであること。 

 

（２）発行単位の大型化 

地方債証券の市場における流動性の向上を図る観点から、同一日に同一条件

で発行するものについては、会計別、事業債別、借換債、過年度債等により区分

することなく、１銘柄に統合して発行されたいこと。 

 

（３）流動性の向上 

   日本銀行の適格担保の対象は、市場公募地方債に加え、信用度や市場性等の

観点から日本銀行が定める適格基準を満たす銀行等引受地方債であること（※

１）。 

   地方債の日本銀行適格担保としての活用は、地方公共団体の資金調達の円滑

化や、地域金融機関を通して地域経済の活性化に資することから、証書借入方

式の地方債について、以下の事項を積極的に検討されたいこと。 

① 事前の承諾を債権譲渡の要件としない契約形態の導入を行うこと 

② 適格基準を満たす観点から発行単位の大型化を行うこと 

③ 公金預金の保全方策（ペイオフ対策）にも留意しつつ、日本銀行適格担保と 

して活用可能な証書借入方式の地方債残高が過少となっていないか精査を行 

うこと 

④ 金融機関から求められる担保差入に係る承諾（抗弁放棄）のための事務手 

続の迅速化を図ること 

⑤ 金融機関との連絡調整の強化を行うこと 

この措置も踏まえ、今後とも地方債全般の流動性の向上のための取り組みを 

積極的に行われたいこと。 

 

（４）発行年限の設定 

債券の需給動向、投資家のニーズ等を踏まえつつ、コスト、借換え時の金利上
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昇リスク、将来の償還額、借換額等も総合的に勘案の上、適切な発行年限及び発

行額の設定に努められたいこと。また、年限構成についても適切な組み合わせと

なるよう留意されたいこと。 

 

（５）発行条件の設定及び決定方式 

発行条件の設定に当たっては、国債、政府保証債等の発行条件や流通状況、長

期金利の動向、投資家需要の動向等を継続的に把握し、適切な発行・借入条件の

設定に努められたいこと。また、償還方式にかかわらず、実質的に同一の償還期

間である国債等の利回りを踏まえた発行・借入条件の設定にも十分留意し、条件

設定を図られたいこと。なお、公的資金である財政融資資金及び地方公共団体金

融機構資金についても、同様に、「実質的に同一の償還期間である国債等の利回

りを踏まえた発行・借入条件の設定」がされていること。 

また、発行条件の決定方式については、可能な限り安定性、有利性、効率性及

び透明性の確保が図られる条件決定方法の選択に努められたいこと。 

なお、デリバティブを組み込んだ仕組債の導入に当たっては、説明責任を果た

す観点から、議会や住民への十分な説明を行うとともに、判定指標の推移を把握

する等の情報収集・管理体制の強化を図られたいこと。 

 

（６）発行銘柄名 

流通性の向上の観点から、特に支障がない限り、市場公募地方債にあっては

「○○県令和○○年度第○回公募公債」、銀行等引受地方債にあっては「○○

県令和○○年度第○回公債」と名称を定めるよう取り扱われたいこと。なお、

住民参加型市場公募地方債に係る発行銘柄については愛称の活用も差し支えな

いこと。 

 

（７）発行時期の平準化 

流動性の向上、投資家ニーズへの対応、一時的な需給の歪みの回避等の観点

から、各団体における年間を通じた資金需要の動向を勘案しつつ、可能な限り、

年間を通じた市場公募地方債等の平準発行に努められたいこと。 

 

（８）同意を得ないで発行する地方債証券等の取扱い 

同意を得ないで発行する地方債証券（又は届出をして発行するもののうち協

議を受けたならば同意をすることとなると認められていない地方債証券）につ

いては、投資家等に対し総務大臣等との協議において同意を得ていないもので

あること（又は協議を受けたならば同意をすることとなると認められていない

ものであること）を、明確化する観点から、銘柄名においてその旨を明示され

たいこと。 

また、同一銘柄において、同意若しくは許可を得て発行する地方債又は届出

をして発行する地方債のうち協議を受けたならば同意をすることとなると認め

られるものと混在することのないよう取り扱われたいこと。 
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２．地方債の償還について 

（１）減債基金の積立て及び活用 
① 減債基金への計画的な積立て 

将来の償還財源の計画的な確保、資金の流動性の向上、償還確実性に対する

市場の信認の一層の向上等を図る観点から、各団体における地方債現在高の状

況及び公債費負担の今後の見通しに応じて、計画的な積立てを行われたいこと。 

 
② 満期一括償還地方債に係る積立ルールの標準化 

満期一括償還地方債の元金償還に充てるための減債基金への積立てについて

は、実質公債費比率の算定上、毎年度の積立額を発行額の３０分の１（３．３

％）として設定しており、これを下回る分は減債基金の積立不足として取り扱

われていることを踏まえ、計画的な積立てを行われたいこと。 

 
 ③ 満期一括償還地方債の借換えに係る公表 
   満期一括償還地方債の借換えについては、減債基金を活用した計画的な償還

を行うこと等により、計画的な財政運営や地方債の償還に係る世代間の公平が

図られるよう留意するとともに、その内容が対外的に明らかとなるよう、少な

くとも以下の項目を公表されたいこと。（別紙例を参考） 
  ア 借換前の地方債の発行額(a)及び償還年限 
  イ 借換後の地方債の発行額(b)  
  ウ (b)/(a) 
  エ これらの地方債に係る償還ペースの考え方 
 
④ 減債基金の運用 

基金については、確実かつ効率的で有利な運用に努められたいこと。 
その際、各団体の地方債管理の適正化、中長期的な公債費負担の平準化、利払

い負担の抑制を図る観点のほか、市場公募地方債等の流通市場の育成や安定を

図る観点からも、減債基金の運用として地方債証券等の保有や買入消却の活用

を積極的に検討されたいこと。 
 

（２）償還年限の設定 
施設の耐用年数や償還計画等を踏まえ、公債費負担の平準化や地方債残高の

将来的な推移に留意した上で、適切な償還年限を設定されたいこと。 
特に、施設の耐用年数に比して著しく地方債の償還年限が短いこと等により

公債費が急増している団体にあっては、公債費負担の中長期的な平準化に十分

留意した上で、適切な償還年限を設定されたいこと。 
なお、償還途中において平準化を図る必要が生じた場合は、地方債全体の信

用にも配慮し、借換えにより対処することとし、償還年限を延長する等借入条

件を変更することは、市場関係者に対して債務の繰延べとの印象を与えかねな
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いため、慎重に対処すること。 
 
（３）繰上償還 

地方債の金融商品としての安定性を確保し、円滑な発行及び消化を図る観点

から、市場公募地方債をはじめ、流通を前提とした地方債証券については繰上

償還を行わないこととして発行されたいこと。 

なお、事業の中止等償還を行うべき事由が発生した場合にあっては、当該事

由に相当する部分について買入消却又は減債基金に積み立てること等により対

応されたいこと。 

 

３．総合的な地方債管理について 

（１）計画的な地方債管理 

各種財政指標に基づき財政状況を分析し、歳入及び歳出全般にわたって中長

期的な財政計画を策定するとともに、併せて将来にわたる地方債の発行計画及

び償還計画を策定する等総合的な地方債管理を計画的に実施されたいこと。 

   また、地方債の安定発行の観点から、発行形式、発行年限、資金調達先、資金

調達手法等の多様化にも積極的に取り組まれたいこと。 

 

（２）事務処理体制の強化・充実 

① 組織・人員配置の充実 

金融市場の動向の把握・分析、資金調達手法の多様化、情報提供等に適切に対

応するため、各団体の実情に応じ、専門性の確保・発揮に留意した適切な組織・

人員配置に努められたいこと。 

特に、最近の金融市場の動きに対応し、発行条件の決定や債務管理等地方債の

適切な事務執行を確保するため、研修等による職員の育成、人材の登用に積極的

に取り組まれたいこと。 

 

② 公債管理特別会計の設置 

発行単位の大型化、発行方式の標準化、借換債の発行等に伴い、公債管理の総

合的な処理の必要性が高まっている団体にあっては、公債管理特別会計を設置

することにより、適切に対応されたいこと。 

 

（３）情報提供・ＩＲ活動の推進 

財政情報等についての公表に当たっては、「地方公共団体の財政の健全化に

関する法律」（平成１９年法律第９４号）に基づく健全化指標も含め、自団体の

財務状況全般の積極的かつ定期的な開示を行うとともに、地方債の安全性や金

融商品としての有利性について正確な理解を促すことにより、地方債全体に対

する信認の維持と向上に努められたいこと。 

特に、市場公募地方債を発行する団体にあっては、定期的に投資家に対する
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説明会を開催する等ＩＲ活動を積極的に展開することにより、地方債市場全体

の安定化にも協力されたいこと。 

 

（参考） 

※１ 詳細については、「地方債の日本銀行適格担保としての活用の更なる推進に

ついて」（令和２年７月１４日付け総務省自治財政局地方債課事務連絡）を参照

すること。 

40



 （公表例）　　

（単位：百万円、％）

発行額(a) 償還年限 発行額(b) 償還年限

○○県令和○○年度

第○回公募公債
1,000.0 10(3) 741.0 10(0) 74.1%

○○県令和○○年度

第○回公債
741.0 10(0) 370.0 10(0) 49.9%

合　　計 1,741.0 1,111.0 63.8%

※ 具体の様式や公表時期・手法については、借入実態等も踏まえ、各地方公共団体において判断するものとする。

　　

　通算30年償還(3年据置)の

元金均等と実質的に同様の
償還ペースとなるよう減債基
金の積立及び借換債の発行
を実施

　償還時に減債基金積立額
は全額償還財源にあてる

満期一括償還地方債の借換えについて

銘　柄　名

借　換　前 借　換　後
借換割合

(b/a)

償還ペースの

考え方
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国債利回りの推移（過去 10年間 ５年、10 年、20年、30年） 

 

長期国債利回りの推移 

 

国債イールドカーブの推移 

 

【国債及び地方債（横浜市債）関連データ】 
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市債の平均利率（残高及び借入時）利払い費の推移 

 

 

一般会計市債残高の推移（満期一括償還債・定時償還債の傾向） 
 

 

 

一般会計市債残高の平均残存年数の推移 

 

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R４

　　満期一括債割合 0% 0% 0% 4% 7% 14% 25% 33% 38% 42% 46% 50% 54% 55% 60% 65% 67% 68% 70% 71% 73% 73% 72% 71% 68% 66% 64% 60% 58% 52% 49% 50% 51% 54%

　　定時償還債割合 100% 100% 100% 96% 93% 86% 75% 67% 62% 58% 54% 50% 46% 45% 40% 35% 33% 32% 30% 29% 27% 27% 28% 29% 32% 34% 36% 40% 42% 48% 51% 50% 49% 46%

25年度末 26年度末 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末

7.8 年 7.9 年 7.9 年 8.1 年 8.0 年 8.3 年 8.4 年 8.1 年 7.9 年 7.5 年

3.6 年 4.2 年 5.1 年 5.3 年 5.4 年 5.5 年 6.4 年 6.7 年 7.4 年 7.3 年

6.4 年 6.4 年 6.4 年 6.2 年 6.2 年 5.9 年 6.1 年 6.0 年 6.1 年 6.2 年

平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末

一般会計

特別会計

公営企業会計

（億円） 

（億円） 
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一般会計市債残高の利率別内訳 

 
 

一般会計市債残高の内訳（令和４年度末時点） 

 

一般会計市債発行額の推移（満期一括償還債・定時償還債の傾向） 

 

平成24年度 （億円）

利率 0.5％未満 0.5%～1.0% 1.0%～1.5% 1.5%～2.0% 2.0%～2.5% 2.5%～3.0% 3.0%以上 合計

市債残高 1,105 3,218 5,453 7,309 5,236 1,431 530 24,283

割 合 4.6% 13.3% 22.5% 30.1% 21.6% 5.9% 2.2% 100%

令和４年度 （億円）

利率 0.5％未満 0.5%～1.0% 1.0%～1.5% 1.5%～2.0% 2.0%～2.5% 2.5%～3.0% 3.0%以上 合計

市債残高 13,180 4,304 1,679 1,763 3,914 1,162 15 26,017

割 合 50.7% 16.5% 6.5% 6.8% 15.0% 4.5% 0.1% 100%

（百万円）

全体 中期債
（うち５年債） （その他）

10年債 超長期債
（うち15年債） （うち20年債） （うち30年債） （その他）

2,224,389 219,954 202,487 17,467 631,959 1,372,476 64,205 748,576 525,844 33,851

（うち定時償還債） 826,843 9,306 8,559 747 165,256 652,281 64,205 174,881 379,344 33,851

 うち市場公募債 1,585,654 200,289 183,569 16,720 348,553 1,036,812 41,627 659,769 317,841 17,576

（うち定時償還債） 356,256 0 0 0 11,639 344,617 41,627 99,074 186,341 17,576

 うち銀行等引受債 638,735 19,665 18,918 747 283,406 335,664 22,578 88,807 208,003 16,275

（うち定時償還債） 470,587 9,306 8,559 747 153,617 307,664 22,578 75,807 193,003 16,275

377,335 1,076 5 1,071 9,223 367,036 39,096 194,775 109,522 23,642

（うち定時償還債） 377,335 1,076 5 1,071 9,223 367,036 39,096 194,775 109,522 23,642

 うち財政融資資金 299,301 1,023 0 1,023 6,920 291,359 38,372 181,492 59,849 11,646

（うち定時償還債） 299,301 1,023 0 1,023 6,920 291,359 38,372 181,492 59,849 11,646

 うち地方公共団体金融機構資金 66,301 48 0 48 2,246 64,008 709 7,889 47,070 8,340

（うち定時償還債） 66,301 48 0 48 2,246 64,008 709 7,889 47,070 8,340

 その他 11,732 5 5 0 58 11,670 15 5,394 2,603 3,657

（うち定時償還債） 11,732 5 5 0 58 11,670 15 5,394 2,603 3,657

一般会計市債残高　合計 2,601,724 221,030 (8.5%) 202,492 18,538 641,182 (24.6%) 1,739,512 (66.9%) 103,301 943,351 635,366 57,493

（うち定時償還債） 1,204,177 10,382 8,564 1,818 174,479 1,019,317 103,301 369,656 488,866 57,493

※各項目で百万円単位に四捨五入しているため合計等が一致しない場合がある

※中期債、10年債、超長期債の合計額右側のカッコ書き（％）は、一般会計市債残高全体に占める割合

令和４年度

民間資金

公的資金

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

満期一括償還債割合 0% 0% 0% 25% 21% 39% 82% 66% 58% 59% 60% 65% 58% 44% 71% 80% 87% 80% 79% 80% 70% 49% 40% 33% 46% 51% 23% 16% 14% 2% 50% 65% 60% 79%

定時償還債割合 100% 100% 100% 75% 79% 61% 18% 34% 42% 41% 40% 35% 42% 56% 29% 20% 13% 20% 21% 20% 30% 51% 60% 67% 54% 49% 77% 84% 86% 98% 50% 35% 40% 21%

（億円） 
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   ●地方債（市債）の発行方式について 

 

   ●主幹事方式の特徴と採用理由（POT 方式含む） 

         

   地方債の発行条件＝国債金利＋α（上乗せ金利：スプレッド） 

   ⇒証券会社を通じて、発行予定額と上乗せ金利を（複数）提示、提示した条件での投資家需要を確認 

 

（主幹事方式を採用する理由） 

     ・大きな金額の調達が可能 ⇒ 投資家の需要額に応じた、安定的な調達を実現 

 ・発行条件が安定性 ⇒ 市場実勢に基づいた条件設定（投資家の購入意向がある条件）の下に需要確認するため、 

条件の見通しが立てやすい 

         →こうした主幹事方式の特徴を活かす目的で、基本的には「ＰＯＴ方式」を採用しています。 
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横浜市債の資金区分別割合（平成 30年度～令和４年度） 

 

市場公募債発行実績（令和元年度～令和４年度） 

 

 

 

 

 

（億円） 
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横浜市サステナビリティボンド・フレームワーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年 11 ⽉ 

横 浜 市 
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横浜市サステナビリティボンド・フレームワーク 

 

 

１ はじめに 横浜市とサステナビリティボンドの概要 

（１）はじめに 

 横浜市は、以下のとおり、サステナビリティボンド・フレームワーク（以下、「本フレームワーク」） 

を策定しました。本フレームワークは、国際資本市場協会（ICMA）の「グリーンボンド原則 2021」、

「ソーシャルボンド原則 2023」、「サステナビリティボンド・ガイドライン 2021」への適合性に対するオ

ピニオンを株式会社格付投資情報センターより取得しています。本フレームワークに基づき、サス

テナビリティボンド等を発行します。 

 

（２）横浜市の概要 

 横浜市は神奈川県の東端に位置し、東は東京湾、北は川崎市、西は町田市・大和市・藤沢市、

南は鎌倉市・逗子市・横須賀市に接しています。横浜市の中心部から東京都心部までは、約 30 キ

ロメートルです。我が国を代表する国際貿易港である横浜港を基盤として、首都圏の中核都市とし

ての役割を担っています。総面積は、約 435 平方キロメートルで、これは東京 23 区の約７割にあた

ります。 

  

（３）ＳＤＧｓに関する取組 

 2015（平成 27）年、国連サミットにおいて加盟国の全会一致で採択されたＳＤＧｓ（Sustainable 

Development Goals、持続可能な開発目標）は、持続可能でよりよい社会の実現を目指す世界共通

の目標です。これらは 2030（令和 12）年を達成年限とし、17 のゴールと 169 のターゲットから構成さ

れています。ＳＤＧｓは、先進国も含め、全ての国が取り組むべき普遍的な目標となっていますが、

これらの目標は各国政府による取組だけでは達成困難であり、企業や地方自治体、学術機関・団

体や一人一人に至るまですべての主体の行動が求められているのが大きな特徴となっています。

本市は、2018（平成 30）年６月に、国から「ＳＤＧｓ未来都市」に選定され、あらゆる施策においてＳＤ

Ｇｓを意識して取り組んでいます。 

また、2019（平成31）年１月に設立した「ヨコハマＳＤＧｓデザインセンター」を中心に、環境・経済・

社会的課題を統合的な解決を目指す様々なプロジェクトを推進しています。 

 

（４）サステナビリティボンド等の発行 

 横浜市では、人口減少や高齢化の進展等により財政状況が厳しさを増すことが見込まれる状況

の中でも、現役世代や子どもたち、将来の市民に豊かな未来をつなぐため、“財政を土台”に、持

続可能な市政が進められるよう、横浜市として初となる中長期的の財政方針である「横浜市の持続
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的な発展に向けた財政ビジョン」を 2022（令和４）年６月に策定しました。この「財政ビジョン」を踏ま

え、同年 12 月に「横浜市中期計画 2022～2025（以下、中期計画）」、2023（令和５）年１月に「行政

運営の基本方針」を策定しました。 

特に、中期計画策定にあたっては、基本認識として、今後いよいよ人口減少局面を迎え、生産

年齢人口の減少、少子高齢化が更に進むと想定されています。これに伴い、市民サービスの維持

等の課題が見込まれます。一方、自然災害や新型コロナウイルス感染症など、市民の安全・安心を

脅かす諸課題への迅速な対応はもちろん、脱炭素などの地球温暖化対策、社会のデジタル化な

ど、今日的な課題の解決も求められています。 

 中期計画の構成としては、まず、2040（令和 22）年頃の現在想定される課題が解決された姿を

「共にめざす都市像」として描いていきます。この「共にめざす都市像」の実現に向けた基本姿勢と

して、「ＳＤＧｓの実現の視点」「地域コミュニティ強化の視点」「ＤＸの推進とデータ活用・オープンイ

ノベーションの推進の視点」「協働・共創の視点」「脱炭素社会実現の視点」を重視していきます。 

また、「共にめざす都市像」の実現に向けて、基本戦略を掲げ、目指す中期的な方向性・姿勢を

明確にした上で、９つの中長期的な戦略を定めるとともに、戦略を踏まえて計画期間の４年間に重

点的に取り組む 38 の政策をとりまとめています。 

横浜市では、これまでも国から「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されるとともに、「Zero Carbon 

Yokohama」を宣言する中、2030（令和 12）年のＳＤＧｓ達成や 2050（令和 32）年の「Zero Carbon 

Yokohama」の実現に向けて、様々な取組を進めてきました。 

こうした取組は、市民の皆様はもちろん、広く金融市場にも理解・啓発していくことが必要であると

考えています。昨今の市場におけるＳＤＧｓや環境施策への投資に対する関心の高まりとともに、今

後策定する中期計画の実現に向け、横浜市債発行においてこれまで培ってきた、「市場との対話」

をさらに発展させ、国内外におけるＥＳＧ投資を促進していくため、サステナビリティボンド等を発行

します。 

 

 

２ 横浜市サステナビリティボンド・フレームワークについて 

横浜市において、サステナビリティボンド等の発行にあたっては、「サステナビリティボンド・ガイド

ライン 2021」に従い、その調達資金の使途、対象事業の評価・選定プロセス、調達資金の管理及

びレポーティング等の要素によって構成されるフレームワークを以下の通りに定めます。 

 

(1) 調達資金の使途 

サステナビリティボンド等による調達資金は、表１のグリーン適格プロジェクトおよびソーシャ

ル適格プロジェクトに該当する事業への新規投資に充当します。 

これらの事業は、環境・社会面から明確な便益が見込まれ、その効果の測定指標が明確に

把握できる事業です。また、これらの事業は法令の規定により地方債の財源とすることができ

る事業です。 
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   資金調達にあたっては、事業の進捗状況に応じて、グリーン適格プロジェクト又はソーシャ

ル適格プロジェクトのいずれかのみに該当する事業も資金を充当する場合があります。なお、

この場合には、充当する事業にあわせて、グリーンボンドまたはソーシャルボンドとします。 

 

 （２） 対象事業の評価・選定プロセス 

    中期計画における各種計画を踏まえ、予算において編成された事業の中より、各事業の内

容から環境面及び社会面において便益が見込まれる事業を、財政局資金課にて抽出しまし

た。その上で、市債を発行する所管部署である財政局資金課が、各局事業所管課と協議し、

その事業の適格性を評価・確認した上で、財政局長が本フレームワークにおいて対象となる

事業を選定しました。対象となる各事業については、地方自治法等の関係法令に基づき策定

され、必要な市会の議決を経たものとなります。 

    なお、環境面及び社会面から重大な負の影響を直接的に生じさせることが明らかになった

事業については、その対象から除外します。 

     

 （３） 調達資金の管理 

    地方自治法第 208 条第２項では、普通地方公共団体の「各会計年度における歳出は、その

年度の歳入をもって、これに充てなければならない」と定められており、本フレームワークにより

発行した市債にて調達した資金は、当該年度中に充当を完了します。一時的に発生する未

充当資金は、現金又は現金同等物、短期金融資産などの流動性の高い資産により運用・管

理します。 

    予算編成においては、市債を充当する事業とその金額とを紐づけて管理しており、充当する

資金は経理区分に従って分類され、その資金使途を明確にして管理します。 

    全ての歳入歳出は、各会計年度の終了後に決算関係書類を調製し、監査委員の決算審査

及び市会の認定を受けます。 

 

 （４） レポーティング 

    調達資金の資金使途については、横浜市ホームページにて公開します。資金充当状況及

び環境・社会的な改善効果のレポーティングはいずれも事業単位かつ債券単位で実施します。 

資金充当の結果については、対象事業に全額充当されるまでの間、年次で継続的に行い

ますが、年度内に充当の完了を予定しているため、起債した翌年度の決算認定後に１回のレ

ポーティングを想定しています。 

調達資金の充当計画に大きな変更が生じた場合や充当後に充当状況に大きな変化が生じ

た場合は、ホームページで速やかに開示します。 
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 開示事項 開示タイミング 開示方法 

資
金
充
当
状
況 

 
・調達資金を充当した事業のリスト 
・調達金額と各事業への充当金額 
・未充当額の残高及び運用方法 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
適格プロジェクトに調
達資金が全額充当さ
れるまでの間、 
年次で開示 
 
 

 
 
 
 
 
 
横浜市のホームペ
ージで開示 
 

環
境
・
社
会
的
な
改
善
効
果 

 
環境・社会的な改善効果に関して、実務上可能
な範囲で以下のとおり開示する。 
 
【グリーン適格プロジェクト】 
 各事業の概要 
 環境効果（CO2 排出削減量の見込値（前提条件

を含む）など表１の測定指標を含む。） 
  

 
【ソーシャル適格プロジェクト】 
・各事業の概要 
・各事業の対象とする人々 
・社会的効果（表１の測定指標を含む。） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51



 

表１ 

１ 
グリーン 

適格プロジェクト 
神奈川東部方面線整備 

カテゴリー クリーン輸送 

プロジェクト概要 鉄道ネットワーク形成等 

取り組むべき課題 温室効果ガスの削減 

効果の測定指標 
ＣO₂排出量の削減（t-CO₂／年） 

NOx 排出量の削減（t-NOx／年） 

２ 
グリーン 

適格プロジェクト 
市役所 RE100 推進事業 

カテゴリー エネルギー効率 

プロジェクト概要 市役所における脱炭素化 

取り組むべき課題 温室効果ガスの削減 

効果の測定指標 LED 化率（％） 

３ 
グリーン 

適格プロジェクト 

老朽校舎改修事業 

（LED 化改修工事） 

カテゴリー エネルギー効率 

プロジェクト概要 市役所における脱炭素化 

取り組むべき課題 温室効果ガスの削減 

効果の測定指標 整備数（件） 

４ 
グリーン 

適格プロジェクト 

公園整備事業 

（（仮称）旧上瀬谷通信施設公園） 

カテゴリー 

生物自然資源及び土地利用に係る環

境持続型管理 

持続可能な水資源及び廃水管理 

気候変動への適応 

プロジェクト概要 魅力ある公園の新設 

取り組むべき課題 多様なニーズに応じた公園整備 

効果の測定指標 実施面積（㎡） 

５ 
グリーン 

適格プロジェクト 
河川整備 

カテゴリー 気候変動への適応 

プロジェクト概要 流域治水の推進 

取り組むべき課題 大雨に対する流域の安全度の向上 

効果の測定指標 
護岸整備(m) 

護岸整備率（％） 

６ 
グリーン 

適格プロジェクト 
下水道整備 

カテゴリー 気候変動への適応 

プロジェクト概要 流域治水の推進 

取り組むべき課題 大雨に対する流域の安全度の向上 

効果の測定指標 整備対象地区の対策完了率（％） 
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７ 
ソーシャル 

適格プロジェクト 
インフラ施設の整備、改修 

カテゴリー 
手ごろな価格の基本的インフラ設備 

社会経済的向上とエンパワーメント 

プロジェクト概要 公共施設・インフラの老朽化・防災対策 

対象となる人々 
自然災害の罹災者を含むその他の弱

者グループ 

取り組むべき課題 災害に強い安全で安心な都市の実現 

効果の測定指標 整備施設数（件） 

８ 
ソーシャル 

適格プロジェクト 
保育所等整備 

カテゴリー 必要不可欠なサービスへのアクセス 

社会経済的向上とエンパワーメント 

プロジェクト概要 子育て・教育環境の整備 

対象となる人々 子ども、子育て世帯 

取り組むべき課題 将来にわたり、安心して子どもを産み育

てられる環境づくり 

効果の測定指標 定員数（人） 

９ 
ソーシャル 

適格プロジェクト 
特別養護老人ホーム整備 

カテゴリー 必要不可欠なサービスへのアクセス 

社会経済的向上とエンパワーメント 

プロジェクト概要 高齢者福祉の充実 

対象となる人々 高齢者 

取り組むべき課題 地域包括ケアシステムの構築・推進 

効果の測定指標 整備数（人分） 

利用者数見込（人） 

10 
ソーシャル 

適格プロジェクト 
地域ケアプラザ整備 

カテゴリー 必要不可欠なサービスへのアクセス 

社会経済的向上とエンパワーメント 

プロジェクト概要 高齢者・障害者福祉の充実 

対象となる人々 高齢者、障害者 

取り組むべき課題 地域包括ケアシステムの構築・推進 

効果の測定指標 整備数（件） 

11 
ソーシャル 

適格プロジェクト 
小中学校整備 

カテゴリー 必要不可欠なサービスへのアクセス 

プロジェクト概要 子育て・教育環境の整備 

対象となる人々 子ども、子育て世帯 

取り組むべき課題 子どもたちの可能性を拡げる教育の推

進と魅力ある学校づくり 

効果の測定指標 整備数（件） 

利用者数見込（人） 
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12 
ソーシャル 

適格プロジェクト 
児童福祉施設整備 

カテゴリー 必要不可欠なサービスへのアクセス 

プロジェクト概要 児童虐待対策の充実 

対象となる人々 子ども 

取り組むべき課題 子どもたちの健やかな育ちを守る取組

の推進 

効果の測定指標 施設定員数（人） 

13 
ソーシャル 

適格プロジェクト 

障害者支援施設整備 

（松風学園再整備） 

カテゴリー 必要不可欠なサービスへのアクセス 

プロジェクト概要 障害児・者支援の充実 

対象となる人々 障害者 

取り組むべき課題 障害の有無によらず社会参加が可能な

社会の実現 

効果の測定指標 利用者数見込（人） 
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第Ⅲ章関連



○横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進に関する条例

平成26年６月５日 

条例第29号 

横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進に関する条例をここに公布する。 

横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、横浜市（以下「市」という。）が行政需要の高度化及び多様化その他の社会経

済情勢の変化に的確に対応しつつ、柔軟で持続可能な財政構造を構築し、自主的かつ総合的な施策

を実施するため、市の財政運営に関する基本原則、市長、議会及び市民の責務その他財政運営に必

要な事項を定めることにより、市民の受益と負担の均衡を図りつつ、必要な施策の推進と財政の健

全性の維持との両立を図り、もって将来にわたる責任ある財政運営の推進に資することを目的とす

る。 

（財政運営の基本原則） 

第２条 市の財政運営は、前条の目的を達成するため、次に掲げる基本原則により、中長期的な視点

を持って進めるものとする。 

(1) 市の歳入及び歳出の不断の見直しを通じて、安定的で持続性のある財政運営を目指すととも

に、社会経済情勢の著しい変動等による市の歳入の減少又は歳出の増加が市の財政及び市民生活

に与える影響を軽減するように図られること。 

(2) 市の資産について、その保有の必要性を厳格に判断し、適正に管理し、及び有効に活用すると

ともに、将来の世代の負担に配慮した適切な水準を維持すること。 

(3) 公共サービスに係る市民の受益と負担の均衡が図られること。

（責務） 

第３条 市長は、市民の信託に基づく執行機関の長として、前条の基本原則にのっとり、予算の編成

及びその適正な執行を行わなければならない。 

２ 議会は、市民の信託に基づく市民の代表機関として、前条の基本原則にのっとり、予算を議決

し、予算の執行を監視し、及び決算を認定しなければならない。 

３ 市民は、行政活動によって得られる利益及び公共サービスが市民の相応の負担の上に成り立って

いることを認識しなければならない。 

（目標の設定） 

第４条 市長は、第１条の目的を達成し、及び将来にわたる市民生活の安定を確保するため、横浜市

議会基本条例（平成26年３月横浜市条例第16号）第13条第２号に規定する基本計画（以下「基本計

画」という。）において、財政の健全性の維持のための目標を設定するものとする。 

２ 市長は、社会経済情勢の変化を勘案し、必要があると認めるときは、前項の目標を変更すること

ができる。 
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（取組） 

第５条 市長は、前条第１項の目標の達成に資する実効性のある取組を基本計画において定めるとと

もに、取組の進捗状況を議会に報告するものとする。 

２ 市長は、社会経済情勢の変化を勘案し、必要があると認めるときは、前項の取組を変更すること

ができる。 

（財政の健全性に関する比率の推計） 

第６条 市長は、基本計画の策定時に、当該計画の期間における次に掲げる比率を推計し、これを議

会に報告するとともに、公表するものとする。 

(1) 実質赤字比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号。以下「法」

という。）第２条第１号に規定する実質赤字比率をいう。） 

(2) 連結実質赤字比率（法第２条第２号に規定する連結実質赤字比率をいう。）

(3) 実質公債費比率（法第２条第３号に規定する実質公債費比率をいう。）

(4) 将来負担比率（法第２条第４号に規定する将来負担比率をいう。）

（財務書類の作成） 

第７条 市長は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条に定める書類のほか、毎年度、貸借対照

表その他の財務書類を作成し、これを議会に提出するとともに、公表するものとする。 

（財政運営の配慮事項） 

第８条 市の財政運営は、次に掲げる事項に配慮しながら進めるものとする。 

(1) 市は、公共施設によって提供する機能について、社会経済情勢の変化及び財政状況等に適合し

た必要性の高い機能を確保するため、既存施設の有効活用、適切な施設配置及び機能転換、運営

形態の見直し並びに利用環境の改善・運営の効率化を推進するものとすること。 

(2) 市は、使用料、手数料、負担金等に関し、市民の受益と負担の適正化を図るため、定期的に又

は必要に応じて総合的な見直しを行うものとすること。 

(3) 市は、補助金等（市が市以外の者に対して交付する補助金、交付金、利子補給金その他の給付

金で相当の反対給付を受けないもの（市長が指定するものを除く。）をいう。）に関し、補助の

必要性及び効果、補助率又は補助金額の適正化等の観点から定期的に又は必要に応じて見直しを

行うものとすること。 

(4) 市は、市民と財政に関する情報を共有し、財政に関する理解を深め、かつ、財政運営の透明性

を高めるため、当該情報について、分かりやすい資料を作成し、これを市民に公表するととも

に、市政への信頼性を向上させるよう努めるものとすること。 

(5) 市は、円滑な資金調達に資するため、地方債の引受けが予定される金融機関等に対し、分かり

やすい財政に関する情報の提供に努めるものとすること。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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 横浜市の各種財政指標推移

 健全化判断比率の市場公募債発行団体60団体の分布(2022年度)

（％）

区分 2018 2019 2020 2021 2022

財政力指数 0.97 0.97 0.97 0.96 0.95

経常収支比率（％） 97.7 101.2 100.5 95.1 97.9

自主財源比率（％） 60.8 60.3 50.8 58.0 57.8

市民一人あたり市債残高
（普通会計）（万円）

63 64 63 63 62

実質公債費比率（％） 11.2 10.2 10.5 10.6 9.7

将来負担比率（％） 138.5 140.4 137.4 129.9 129.2

2022年度決算値
将来負担比率：129.2％
実質公債費比率：9.7％

横浜市

（％）
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 旧５大市比較

各種財政指標の推移

 財政力指数  経常収支比率

 自主財源比率
 市民一人あたり市債残高（普通会計）

（％）

（％） （万円）

※市民一人あたり市債残高（普通会計）の算出において、

人口は2023年1月1日の住民基本台帳人口を使用

2022年度決算に
基づく数値

横浜市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市

財政力指数 0.95 0.98 0.81 0.92 0.77

経常収支比率 97.9% 97.8% 99.2% 92.4% 97.1%

自主財源比率 57.8% 57.3% 55.9% 50.5% 44.2%

市民一人あたり市債残高
（普通会計ベース）

62万円 60万円 97万円 59万円 77万円
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市報第18号

　　　令和 4 年度主要事業の予算執行実績報告

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第 5 項の規定により、令

和 4 年度決算（公営企業会計を除く｡）に係る各部門における主要事業

の予算執行実績について、次のように報告する。

　　　令和 5 年 9 月21日

横 浜 市 長  　山　中　　竹　春　

市報第18号
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市報第18号

第233条　（第 1 項及び第 2 項省略）

3 　普通地方公共団体の長は、前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監査委員の意見を

付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さなければならない。

　　　（第 4 項省略）

5 　普通地方公共団体の長は、第 3 項の規定により決算を議会の認定に付するに当たつては、当該

決算に係る会計年度における主要な施策の成果を説明する書類その他政令で定める書類を併せて

提出しなければならない。

　　　（第 6 項及び第７項省略）

参 考

地方自治法（抜粋）
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市 債 金 会 計 

科 目 予 算 現 額 決 算 額 翌年度繰越額 執 行 残 額

1款 公 債 費 437,640,185,000 436,755,170,880 － 885,014,120 

1項 公 債 費 408,044,643,000 407,159,630,909 － 885,012,091 

2項 
第三セクター等 

改革推進債公債費 
29,595,542,000 29,595,539,971 － 2,029 

事事業業のの主主なな内内容容 

市債の元利償還金、一時借入金の利子（公営企業会計に係るものは除く。）並びに市債の発行及び元

利償還に係る諸費等 

円 円 円 円 

【参考】第三セクター等改革推進債の現在高及び償還等の状況 

横浜市土地開発公社の解散に伴い、平成25年度に発行した第三セクター等改革推進債 

1,372億円は、令和４年度に償還した73億2,220万円を含めて累計777億9,174万円を償還し、 

令和４年度末残高は594億826万円となっています。また、利子等として、令和４年度に 

２億2,495万円を支払いました。 

なお、令和４年度には土地売払収入等により約296億円の収入がありましたが、令和４年度

の償還額を超えて財源が確保できた余剰分については、減債基金へ積立てて令和５年度の償還

財源とします。 

⑴ 第三セクター等改革推進債の現在高

区 分 
平 成 2 5 年 度 

発 行 高 

額還償

累 計 

 令和４年度末 

現 在 高 

第 三 セ ク タ ー 等 

改 革 推 進 債 
※ 137,200,000 77,791,742 59,408,258 

※ 第三セクター等改革推進債は、償還財源として、土地売払収入等（約848億円）及び一般財源

（約524億円）を予定（土地開発公社解散時）。 

千円 千円 千円
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⑷ 土地売払収入の概要 

街 区 等 収入区分 面積（㎡） 金額（千円） 契約先 

みなとみらい２１地区
52街区 

売却 
（土地） 

5,618.47 28,298,177
ＤＫみなとみらい52街区

特定目的会社ほか 

栄区笠間三丁目 
売却 

（土地） 
5,352.41 1,188,404 明和地所株式会社 

３ 基   金

⑴ 財政調整基金 

本市財政の健全な運営に資するための財政調整基金の現在高は、次のとおりです。 

令和４年度財政調整基金現在高報告書 

（令和５年３月31日現在） 

区 分
令和３年度末
現 在 高 

（A）

令 和 ４ 年 度 令 和 ４ 年 度 末
現 在 高 
（A）＋（B）増 減 

計 

（B） 

有価証券 － － － － － 

預 金 24,319,498,132 12,628,816,238 17,596,000,000 △ 4,967,183,762 19,352,314,370 

貸 付 金 － － － － － 

合 計 24,319,498,132 12,628,816,238 17,596,000,000 △ 4,967,183,762 19,352,314,370 

〇令和４年度財政調整基金増減額の内訳 

【増の内訳】 【減の内訳】

令和３年度 

新規積立額（出納整理期間中） 
7,000,000,000 円 

令和４年度取崩 

（財源の年度間調整分：予算）
7,000,000,000 円

令和３年度 

決算剰余金の 1/2 相当額積立 
5,622,729,000 円 

令和４年度取崩 

（活用分：港湾局財産収入分）
8,340,000,000 円

令和４年度 

財政調整基金運用収益額 
6,087,238 円 

令和４年度取崩 

（活用分：横浜北西線売却収入）
2,256,000,000 円

計 12,628,816,238 円        計 17,596,000,000 円 

円 円 円 円 円

⑵ 第三セクター等改革推進債の償還額

区 分 

令 和 ３ 年 度 

ま で の 累 計 

実 績 

令 和 ４ 年 度 

実 績 

令 和 ４ 年 度 

ま で の 累 計 

実 績 

償 還 額 70,469,547 7,322,196 77,791,742 

利 子 等 3,433,265 224,954 3,658,220 

合 計 73,902,812 7,547,150 81,449,962 

⑶ 償還財源の状況

区 分 

令 和 ３ 年 度 

ま で の 累 計 

実 績 

令 和 ４ 年 度 

実 績 

令 和 ４ 年 度 

ま で の 累 計 

実 績 

土 地 売 払 

収 入 
 54,132,275 7,438,191 61,570,466 

土 地 貸 付 

収 入 等 
2,434,114 108,959 2,543,074 

一 般 財 源 17,336,423 － 17,336,423 

合 計 73,902,812 7,547,150 81,449,962 

千円 千円 千円

千円 千円 千円

⑷ 土地売払収入の概要

街 区 等 収入区分 面積（㎡） 金額（千円） 契約先 

みなとみらい２１地区
52街区 

売却 
（土地） 

5,618.47 28,298,177 
ＤＫみなとみらい52街区

特定目的会社ほか 

栄区笠間三丁目 
売却 

（土地） 
5,352.41 1,188,404 明和地所株式会社 
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○横浜市減債基金条例

平成２年３月５日 

条例第２号 

横浜市減債基金条例をここに公布する。 

横浜市減債基金条例 

（目的及び設置） 

第１条 市債の償還に必要な財源を確保し、もって将来にわたる市財政の健全な運営に資するため、

横浜市減債基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金に積み立てる額は、歳入歳出予算をもって定める。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他確実かつ有利な方法により保管しなければな

らない。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、基金に属する現金を横浜市債証券その他の有価証券に代え

ることができる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、歳入歳出予算に計上して、基金に積み立てるものとする。 

（処分） 

第５条 基金は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、これを処分することができる。 

(1) 経済事情の変動等により財源が不足する場合において市債の償還の財源に充てるとき。

(2) 市債の償還額が、他の年度に比して著しく多額となる年度において、その償還財源に充てると

き。 

(3) 償還期限を繰り上げて行う市債の償還の財源に充てるとき。

(4) 特定の市債の償還のために積み立てた資金をもって当該市債の償還の財源に充てるとき。

（繰替運用） 

第６条 市長は、財政上必要があると認めるときは、基金に属する現金を確実な繰戻しの方法、期間

及び利率を定めて、歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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